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                      テーマ１ 未来へつなぐ人と暮らしづくり 

（方向性：拡充↗ 継続→ 縮小↘） 

柱  （１）結婚・出産・子育てを支えるまち 

枠組み（施策） ①出会いサポート・結婚支援 

■取組内容 

サポートセンターの安定した運営に加え、結婚新生活支援や移住者向けの支援を行うこ

とにより、結婚から定住に向けた支援を行います。 

■基本計画に掲げる指標・目標値の進捗状況 

指    標 
基準値 

H30 

実績値     目標値 

R6 R2 R3 R4 R5 R6 

成婚組数（組/年）*1 9 組 12 組 8 組 4 組   10 組 

UIJ ターン住宅取得支援事業補

助金申請件数（件）*2 
31 件 31 件 52 件 -（事業

統合） 

  50 件 

＊1：みきで愛サポートセンター実績 

＊2：定住促進事業、結婚生活支援事業 補助金支給実績より 

■実施事業 

1 事業名 縁結び事業 担当課 縁結び課 

事業 

概要 

少子化の主な要因である晩婚化

対策として、出会いサポーター及

びみきハートが主体となり、結婚

を希望しながら出会いの機会が

少ない男女を応援します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・出会いサポーターによるお見合い。 

・みきハート及びみきで愛婚活応援団

による婚活パーティーを開催。 

・結婚相談の実施。 

R5 婚活絵応援団の拡充および、市内

未婚者へのＰＲなど、結婚を応援する

機運を醸成していく。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

2,660 → → → 
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（方向性：拡充↗ 継続→ 縮小↘） 

 

2 事業名 結婚新生活支援事業 担当課 縁結び課 

事業 

概要 

若者の婚姻に伴う新生活を支援

することで、定住及び市内への転

入を促進し、人口減少及び少子高

齢化の抑制を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

夫婦どちらもが 39 歳までの世帯年収

約 540 万円未満の新規に婚姻した世帯

に対し、1 世帯当たり 30 万円を上限に

新婚世帯の新生活に係る新居の住居

費、引越費用などを補助。 

【増減理由】 

R5 国の制度変更のため。支給額増額

（20 代同士の婚姻の場合、上限額が 30

万円→60 万円へ）、支給要件緩和（世帯

年収 400 万円→500 万円へ） 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

47,449 ↗ → → 

3 事業名 移住・定住促進事業 担当課 縁結び課 

事業 

概要 

三木の魅力を市内外へ PR すると

ともに、若者世帯の住宅取得や新

婚世帯の新居取得のための支度

金を支援します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・市内に住宅を取得する場合の費用の

一部を助成。 

・都市部で開催される移住促進イベン

トへの参加。 

【増減理由】 

R5 定住促進助成金の支給が、令和 4

年度をもって終了。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

3,008 ↘ → → 
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（方向性：拡充↗ 継続→ 縮小↘） 

柱  （１）結婚・出産・子育てを支えるまち 

枠組み（施策）②出産支援 

■取組内容 

妊娠・出産・子育てに対する切れ目のない支援体制と総合相談体制の充実を進め、安心

して暮らせる環境をつくります。 

■基本計画に掲げる指標・目標値の進捗状況 

指    標 
基準値

H29.8 

実績値    目標値 

R6 R2 R3 R4 R5 R6 

三木市で、今後も子育てを

し て いき た い方 の割合

(%)*1 

95% 94.9% 92.8％ 95.5％   95% 

＊1：健康福祉部健康増進課調べ 

■実施事業 

1 
事業名 

子育て世代包括支援センター運営

事業 
担当課 健康増進課 

事業 

概要 

妊娠期から子育て期にかけて切

れ目ない支援を提供すること

で、母子の健やかな育みを促進

します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

保健師、助産師（会計年度任用職員）２

名を配置し、事業を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

8,056 → → → 

2 事業名 不妊治療費等の助成事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

不妊治療に係る費用の一部を助

成することで、経済的負担を軽

減します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・一般不妊治療費及びペア検査費(新

規)の助成。 

・特定不妊治療費の助成。 

・不育症治療費の助成。 

・R4 からは不妊治療費が保険適用。 

【増減理由】 

R5 不妊治療が保険適用となり、特定

不妊治療費の助成が令和４年度助成決

定分をもって終了。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,650 ↘ → → 

- 21 -



 

                      テーマ１ 未来へつなぐ人と暮らしづくり 
3 事業名 妊婦健康診査費助成事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

健康診査に要した費用を助成す

ることで、妊婦がより健やかな妊

娠期を過ごし、安心して出産を迎

えられるよう支援します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・妊婦健康診査費を助成。 

・妊婦歯科健康診査費を助成。 

・多胎妊婦へ妊婦健康診査費を 5回（2

万 5千円分）を追加助成。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

43,448 → → → 

4 事業名 産前産後サポート事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

妊産婦や家族が抱える妊娠・出産

や子育ての悩みについて、助産師

や保健師等による相談支援や、妊

産婦同士の交流の場づくりを行

うことで、家庭や地域での妊産婦

等の孤立感の解消を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

「みっきぃたまぴよサロン」にて 

①産前サポート（相談、沐浴実習、マタ

ニティヨガ体験等）、②産後サポート

（相談、妊産婦同士の交流等）を毎月開

催。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 657 → → → 

5 事業名 産婦健康診査費助成事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

産後 2 週間及び 1 か月時に受診

する「産婦健康診査」に係る費用

の全部又は一部を助成すること

で、産後の崩れやすい心身状態を

把握し、産後うつ等の予防や早期

発見に繋げます。 

令

和

５

年

度 

内

容 

「産婦健康診査」に係る費用の全部又

は一部を助成。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

3,131 → → → 

6 事業名 産後ケア事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

出産後に家族等からサポートを

受けられないなど、心身のケアや

育児のサポートが必要な方に産

後ケアにかかる費用の一部を助

成し、産後うつ等の予防や必要な

相談等の保健支援に繋げます。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・産後ケアにかかる費用の一部を助成。 

・利用者の増加に伴い事業費を拡充。 

【増減理由】 

R5 乳房ケアや多胎児加算の追加によ

り、産後ケア費の助成額を増額したた

め。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

4,872 ↗ → → 

7 事業名 乳房管理指導等助成事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

乳房管理指導等に関する費用の

一部を助成することで、出産後の

母親の育児不安を軽減し、母子の

健全育成を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

乳房管理指導等に関する費用の一部を

助成。 

【増減理由】 

R5 対象者の拡充と助成券制度の追加

により、利用者の増加が見込まれるた

め。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 840 ↗ → → 
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（方向性：拡充↗ 継続→ 縮小↘） 

 

8 事業名 出産・子育て応援事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

妊娠期から子育てまで一貫して

困りごとの相談にのる伴走型相

談支援と併せ、経済的支援として

計 10 万円を支給します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・妊娠届出時、赤ちゃん訪問時の面談を

通じて、計 10 万円を給付。 

・子育てに関する情報発信 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

46,840 → → → 
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                      テーマ１ 未来へつなぐ人と暮らしづくり 

（方向性：拡充↗ 継続→ 縮小↘） 

柱 （１）結婚・出産・子育てを支えるまち 

枠組み(施策) ③子育て総合支援ア 

■取組内容 

子育て支援情報の提供やネットワークづくりに加え、児童虐待の防止と対策を行うこと

により、子育てに係る総合的な支援を行います。 

■基本計画に掲げる指標・目標値の進捗状況 

指   標 
基準値 

H30.8 

実績値     目標値 

R6 R2 R3 R4 R5 R6 

「保育や子育て支援」に対する満足

度（％）*1 
52.4％ ― ― ―   60% 

＊1：「市民アンケート」結果 

■実施事業 

1 事業名 子ども・子育て新制度推進事業 担当課 子育て支援課 

事業 

概要 

教育・保育課及び子育て支援課窓

口に専門の相談員を配置し、利用

者の個別ニーズを把握し、相談等

を行い、保育所、幼稚園、認定こ

ども園及び子育て支援事業を円

滑に利用できるよう支援します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

子育て支援コーディネーター（会計年

度任用職員）1名を配置予定。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

2,929 → → → 

2 事業名 子ども・子育て新制度推進事業 担当課 教育・保育課 

事業 

概要 

教育・保育課及び子育て支援課窓

口に専門の相談員を配置し、利用

者の個別ニーズを把握し、相談等

を行い、保育所、幼稚園、認定こ

ども園及び子育て支援事業を円

滑に利用できるよう支援します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

子育て支援コーディネーター（会計年

度任用職員）1名を配置し、事業を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

3,905 → → → 

3 事業名 施設入所児負担金助成金事業 担当課 子育て支援課 

事業 

概要 

児童施設入所児の保護者負担金

を助成します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

児童施設入所児の保護者負担金の 1/3

を助成。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 224 → → → 
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（方向性：拡充↗ 継続→ 縮小↘） 

4 事業名 特別児童扶養手当給付事務事業 担当課 子育て支援課 

事業 

概要 

身体または精神に障害を持つ児

童を監護する方に、20 歳到達月

まで県が手当を支給しています。 

令

和

５

年

度 

内

容 

受給者の所得状況届や認定請求、額改

定、住所変更等各種届出書を受け進達

事務を実施。 

 

 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

  52 → → → 

5 事業名 母子生活支援施設措置事業 担当課 子育て支援課 

事業 

概要 

一時的な母子生活支援施設への

入所を支援し、母子世帯の自立を

図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

母子生活支援施設への入所を支援。 

 

 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

9,653 → → → 

6 事業名 子育て家庭ショートステイ事業 担当課 子育て支援課 

事業 

概要 

保護者が疾病等により、家庭にお

いて一時的に児童の養育が困難

になった場合等に、児童福祉施設

等で一定期間の養育・保護を行い

ます。 

令

和

５

年

度 

内

容 

保護者と面談し、養育が困難であると

判断すれば、児童福祉施設等で一定期

間の養育・保護を実施 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 419 → → → 

7 事業名 助産施設措置事業 担当課 子育て支援課 

事業 

概要 

経済的理由により助産施設で出

産した妊産婦にかかる施設利用

負担金を助成します。 

令

和

５

年

度 

内

容 
助産施設への負担費用を助成。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 450 → → → 
8 事業名 児童手当給付事業 担当課 子育て支援課 

事業 

概要 

児童を養育している保護者に手

当を支給することで、生活の安定

に寄与するとともに、次代の社会

を担う児童の健やかな成長を図

ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・中学校修了前の児童を養育する保護

者で対象となる方に手当を支給。 

・受給資格者がもれなく手当を受けら

れるよう、制度の周知及び適切な対応

を実施。 

【増減理由】 

R5-7 児童数の減少のため 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

988,453 ↘ ↘ ↘ 
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（方向性：拡充↗ 継続→ 縮小↘） 

9 事業名 親育ちサポート事業 担当課 子育て支援課 

事業 

概要 

子育て自主サークルリーダー及

び会員相互の研修会や子育てセ

ミナー等の開催、初めて子どもを

育てる母親のための学習プログ

ラムを実施し、親育ちをサポート

します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・子育てセミナーを年約４回開催。 

・BP プログラムを４日×５回実施。 

・自主サークル交流会を年２回開催。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 383 → → → 

10 事業名 みきっ子未来応援協議会 担当課 子育て支援課 

事業 

概要 

市民をあげて子育て支援を推進

し、これからの時代を担う子ども

たちを健やかに育むまちづくり

を進めるために、協議会を設置し

ています。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・全体会と部会の開催。 

・全体会で第二期三木市子ども・子育

て支援事業計画の進行管理を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 588 → → → 

11 
事業名 

育児ファミリーサポートセンター

事業 
担当課 子育て支援課 

事業 

概要 

「育児の援助を受けたい人（依頼

会員）」と「育児の援助を行いた

い人（協力会員）」とがお互いに

会員になって、子どもを預けたり

預かったりすることで子育て中

の人を地域で支えます。 

令

和

５

年

度 

内

容 

保育施設等への登園前までの預かり、

保育施設等までの送迎、学校の放課後

の預かりなどを会員相互で実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

6,719 → → → 

12 事業名 病児病後児保育事業 担当課 子育て支援課 

事業 

概要 

病気の児童を一時的に保育する

ことにより、保護者の子育てと就

労の両立を支援します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

「病気中」又は「病気回復期」のため、

家庭や集団での保育看護が困難となっ

た生後６か月～小学６年生の子どもを

対象に一時預かり実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

15,756 → → → 
13 事業名 一時預かり保育事業 担当課 子育て支援課 

事業 

概要 

育児中の保護者の心理的・身体的

負担を軽減するため、一時預かり

を実施し、安心して子育てができ

る環境を整えます。 

令

和

５

年

度 

内

容 

１回３時間の預かり保育を児童センタ

ーにて週３回、吉川児童館にて週１回

実施。 

【増減理由】 

R5 令和 4年度吉川児童館新設のため 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 504 ↘ → → 
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14 事業名 一時預かり保育事業 担当課 子育て支援課 

事業 

概要 

育児中の保護者の心理的・身体的

負担を軽減するため、一時預かり

を実施し、安心して子育てができ

る環境を整えます。 

令

和

５

年

度 

内

容 

保育士（会計年度任用職員）５名を配置

し、事業を実施。 

 

 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

2,515 → → → 

15 事業名 児童センター管理事業 担当課 子育て支援課 

事業 

概要 
三木市立児童センターの管理。 

令

和

５

年

度 

内

容 

児童センターの管理（主に光熱水費、修

繕料、施設管理に係る委託料、消耗品に

係る経費など）。 

【増減理由】 

R5 児童センター中規模改修工事実施

のため 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

37,621 ↗ → → 

16 事業名 児童センター管理事業 担当課 子育て支援課 

事業 

概要 
三木市立児童センターの管理。 

令

和

５

年

度 

内

容 

児童館支援員長（会計年度任用職員）1

名を配置し、事業を実施 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

3,141 → → → 

17 事業名 児童センター運営事業 担当課 子育て支援課 

事業 

概要 

乳幼児とその家族や児童が遊び

を通して健康増進を図るための

事業を実施します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・小学生事業を年７回程度開催。 

・母親リフレッシュを年１０回程度開

催。 

・ファミリーDay を年６回程度開催。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 566 → → → 
18 事業名 児童センター運営事業 担当課 子育て支援課 

事業 

概要 

乳幼児とその家族や児童が遊び

を通して健康増進を図るための

事業を実施します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

児童館支援員（会計年度任用職員）１名

を配置し、事業を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

2,850 → → → 
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19 事業名 吉川児童館管理事業 担当課 子育て支援課 

事業 

概要 

乳幼児とその家族や児童が遊び

を通して健康増進を図るための

事業を実施します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・小学生事業を年７回程度開催。 

・母親リフレッシュを年５回程度開

催。 

・にこにこまつりの開催。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 895 → → → 

20 事業名 吉川児童館管理事業 担当課 子育て支援課 

事業 

概要 

乳幼児とその家族や児童が遊び

を通して健康増進を図るため、

様々なイベントを開催します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

児童館支援員（会計年度任用職員）２名 

児童館補助員（会計年度任用職員）１名

を配置し、事業を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

7,691 → → → 

21 事業名 子育て支援グループ活動促進事業 担当課 子育て支援課 

事業 

概要 

子育て支援の活動を行う団体に

対して、経費の一部を助成し、地

域における多様な子育て支援活

動の推進及び子育て支援団体を

育成します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

子育て支援の活動を行う団体に活動経

費を一部助成。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 700 → → → 

22 事業名 児童虐待防止事業 担当課 子育て支援課 

事業 

概要 

児童虐待の予防・早期発見及び虐

待を受けた児童の迅速かつ適切

な保護を行うため、関係機関・関

係団体との連携強化を図り、児童

虐待防止のための支援を行いま

す。 

 

令

和

５

年

度 

内

容 

・児童虐待の予防・早期発見・再発防止

をめざした相談・支援・啓発。 

・保護者や児童に対し、精神科医の助

言指導。 

・職員に対し、臨床心理士による面談

指導。 

・虐待予防を考える講演会の開催。 

【増減理由】 

R5 令和４年度システム改修が終了 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

3,065 ↘ → → 
23 事業名 児童虐待防止事業 担当課 子育て支援課 

事業 

概要 

児童虐待の予防・早期発見及び虐

待を受けた児童の迅速かつ適切

な保護を行うため、関係機関・関

係団体との連携強化を図り、児童

虐待防止のための支援を行いま

す。 

令

和

５

年

度 

内

容 

子ども家庭支援員、心理担当支援員（会

計年度任用職員）４名を配置し、事業を

実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

14,676 → → → 
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24 事業名 地域子育て支援拠点事業 担当課 子育て支援課 

事業 

概要 

「子育てキャラバン」での遊びを

通して親子の交流を深めたり、子

育てに関する情報提供や保護者

からの相談を受けるなど地域に

根ざした子育て支援を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・保育士・保健師・相談員・ボランティ

アが公民館等で子育てキャラバンを実

施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,778 → → → 

25 事業名 地域子育て支援拠点事業 担当課 子育て支援課 

事業 

概要 

「子育てキャラバン」での遊びを

通して親子の交流を深めたり、子

育てに関する情報提供や保護者

からの相談を受けるなど地域に

根ざした子育て支援を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

児童館支援員（会計年度任用職員）４名

と児童館補助員（会計年度任用職員）２

名を配置し、事業を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

15,197 → → → 

26 事業名 養育支援訪問事業 担当課 子育て支援課 

事業 

概要 

子育てに孤立感や不安感を感じ

る家庭が増加しているため、子育

ての支援が必要な状態にある家

庭に対し、訪問支援員を派遣し、

育児や家事援助など養育支援を

行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

必要と感じた家庭に対し、訪問支援員

（保健師・保育士・ホームヘルパー等）

を派遣。 

【増減理由】 

R5 育児・家事援助件数の減少のため

（令和４年度見込による） 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,155 ↘ → → 

27 事業名 養育支援訪問事業 担当課 子育て支援課 

事業 

概要 

子育てに孤立感や不安感を感じ

る家庭が増加しているため、子育

ての支援が必要な状態にある家

庭に対し、訪問支援員を派遣し、

育児や家事援助など養育支援を

行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

子ども家庭支援員（会計年度任用職員）

１名を配置し、事業を実施。 

 

 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

3,776 → → → 
28 事業名 親子発達支援事業 担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

支援が必要と思われる子どもと

その保護者を対象に家庭での療

育を支援します。 

また、こども発達支援センターに

じいろを中心に市内の療育ネッ

トワークと支援システムの構築

を図ります。 

 

令

和

５

年

度 

内

容 

親子教室、園所への巡回相談、療育相

談、事例検討、利用児童連絡会を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

8,242 → → → 
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29 事業名 障害児タイムケア事業 担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

障がいのある児童の放課後及び

学校長期休業中の活動場所を確

保するとともに、保護者の就労支

援及び看護負担の軽減を目的に

支援を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

障がいのある児童の放課後及び学校長

期休業中の活動場所を確保及び支援。 

【増減理由】 

R5 介護タクシーを必要とする利用児

童の増加 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

6,730 ↗ → → 

30 事業名 障害児タイムケア事業 担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

障がいのある児童の放課後及び

学校長期休業中の活動場所を確

保するとともに、保護者の就労支

援及び看護負担の軽減を目的に

支援を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

障害児タイムケア施設管理者、児童指

導員、看護師他（会計年度任用職員）を

配置し、事業を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

36,602 → → → 

31 
事業名 

第三期子ども・子育て支援事業計画

策定事業 
担当課 子育て支援課 

事業 

概要 

令和７年度を始期とする第三期

子ども・子育て支援事業計画を策

定します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・プロポーザルの実施 

・ニーズ調査の実施 

・みきっ子未来応援協議会への報告 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

3,660 新規 → ― 
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柱 （1）結婚・出産・子育てを支えるまち 

枠組み(施策) ③子育て総合支援イ 

■取組内容 

質の高い就学前教育・保育の充実やアフタースクール事業、在家庭保育への支援など

安心して子育てができ、すべての子どもが健やかに成長できるよう支援します。 

■基本計画に掲げる指標・目標値の進捗状況 

指標・目標値 
基準値 

R1.3 

実績値    目標値 

R6 R2 R3 R4 R5 R6 

就学前教育・保育施設の希

望園待機児童数（人）*1 
147 人 208 人 165 人 148 人   0 人 

＊1：教育委員会教育振興部教育・保育課調べ 

■実施事業 

1 事業名 公立保育所管理運営事業 担当課 教育施設課 

事業 

概要 

公立保育所の給食提供を行うこ

とで質の高い就学前教育・保育の

充実を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

志染保育所の給食事業に係る材料調達

調理や業務の委託。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

17,284 → → → 

2 事業名 公立保育所管理運営事業 担当課 教育総務課 

事業 

概要 

質の高い保育を実践するための

保育士の配置及び消耗品等管理

運営経費の措置を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・保育士及び看護員（会計年度任用職

員）23 名を配置。 

・公立保育所の管理運営に必要な消耗

品及び電気、ガス、水道などの光熱水

費等管理経費。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

78,509 → → → 

3 事業名 公立認定こども園管理運営事業 担当課 教育施設課 

事業 

概要 

公立認定こども園の給食提供を

行う事で質の高い就学前教育・保

育の充実を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

公立認定こども園の給食事業に係る材

料調達や調理業務の委託。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

21,607 → → → 
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4 事業名 公立認定こども園管理運営事業 担当課 教育総務課 

事業 

概要 

質の高い教育・保育を実践するた

めの保育教諭の配置及び消耗品

等認定こども園管理運営経費の

措置を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・保育教諭及び看護員（会計年度任用

職員）28 名を配置。 

・公立認定こども園の消耗品及び電

気、ガス、水道などの光熱水費等管理経

費。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

107,612 → → → 

5 事業名 公立保育所施設管理事業 担当課 教育施設課 

事業 

概要 

公立保育所の施設管理を行う事

で、質の高い就学前教育・保育の

充実を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

公立保育所の備品整備や施設の管理業

務など。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,929 → → → 

6 事業名 公立認定こども園施設管理事業 担当課 教育施設課 

事業 

概要 

公立認定こども園の施設管理を

行う事で、質の高い就学前教育・

保育の充実を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

公立認定こども園の備品整備や施設の

管理業務など。 

【増減理由】 

R5 リース期間満了に伴う減額 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

6,983 ↘ → → 

7 事業名 公立保育所管理運営事業 担当課 教育・保育課 

事業 

概要 

公立保育所における園医等報酬、

職員研修、各種協議会の負担金等

の管理運営を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・園医報酬、講師謝礼、職員研修、各種

協議会の負担金など。 

【増減理由】 

R5 コロナ禍で緊急連絡用携帯電話使

用料１台分追加 R6 就園希望児数の

増による保育所０～２歳児の定員の増

員 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 985 ↗ ↗ → 
8 事業名 公立認定こども園管理運営事業 担当課 教育・保育課 

事業 

概要 

公立認定こども園における園医

等報酬、職員研修、各種協議会の

負担金等の管理運営を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

園医報酬、講師謝礼、送迎委託等。 

【増減理由】 

R5 コロナ禍により電話使用回数の増

加に伴う緊急連絡用携帯電話使用料１

台分追加、園歌作成に伴う協力者謝礼

増加のため。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,574 ↗ → → 
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9 事業名 幼稚園管理運営事業 担当課 教育総務課 

事業 

概要 

すべての園児が安心して教育を

受けることのできる環境を整備

するため、幼稚園教諭の配置及び

消耗品等管理運営経費の措置を

行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・幼稚園教諭（会計年度任用職員）8名

を配置。 

・幼稚園の管理運営に必要な消耗品及

び電気、ガス、水道などの光熱水費等管

理経費。 

【増減理由】 

 R6 公立幼稚園 2 園が廃園予定 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

30,328 → ↘ → 

10 事業名 幼稚園保健室運営事業 担当課 教育施設課 

事業 

概要 
管理備品の整備を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 
管理備品の整備。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

  80 → → → 

11 事業名 幼稚園保健室運営事業 担当課 教育総務課 

事業 

概要 

幼稚園の保健室の充実を図るた

め、医薬品、消耗品等を配備しま

す。 

令

和

５

年

度 

内

容 

保健室の医薬品、消耗品等の購入。 

【増減理由】 

 R6 公立幼稚園 2 園が廃園予定 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

  96 → ↘ → 

12 事業名 幼稚園保健事業 担当課 学校教育課 

事業 

概要 

幼稚園医及び業者委託による健

診により、園児及び教職員の健康

管理を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

幼稚園医（内科、歯科）による健康診断

及び業者委託による健診。 

【増減理由】 

R6 公立幼稚園 2園が廃園予定 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,671 → ↘ → 
13 事業名 幼稚園教育振興事業 担当課 教育総務課 

事業 

概要 

集団でのあそびを通した心の教

育、園行事などを通した規律ある

集団生活及びことばの保育室や

障がい児学級編成による障がい

児教育を行うことにより、人間形

成の基礎を培う幼稚園教育を推

進します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

教育に必要な消耗品等の購入。 

【増減理由】 

R6 公立幼稚園 2園が廃園予定 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,468 → ↘ → 
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14 事業名 アフタースクール子ども育成事業 担当課 教育・保育課 

事業 

概要 

保護者が労働等で昼間家庭にい

ない児童が、安心安全に「放課後」

を過ごせるよう、市内すべての小

学校でアフタースクール事業を

実施します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・直営事業所 2 箇所、委託事業所 11 箇

所のアフタースクール運営管理。 

【増減理由】 

R5 支援員及び補助員の処遇改善、配

慮を要する児童増加に伴う加配支援員

等の増 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

241,497 ↗ → → 

15 事業名 アフタースクール子ども育成事業 担当課 教育・保育課 

事業 

概要 

保護者が労働等により昼間家庭

にいない児童が安心安全に「放課

後」を過ごすことができるよう、

公立直営のアフタースクールに

会計年度任用職員（アフタースク

ール支援員及び補助員）を配置し

ます。 

令

和

５

年

度 

内

容 

アフタースクール支援員 7 名、補助員

13 名（会計年度任用職員）を配置し、

事業を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

35,703 → → → 

16 事業名 民間認定こども園運営助成事業 担当課 教育・保育課 

事業 

概要 

市内民間認定こども園等に各種

補助金等を交付し、運営を支援し

ます。 

令

和

５

年

度 

内

容 

市内民間認定こども園等の運営にかか

る各種補助金等を交付。 

【増減理由】 

R5 保育士等処遇改善臨時特例事業補

助金の皆減（保育士等処遇改善臨時特

例事業：令和 4年 2月～9月限定）、認

可外利用料補助金の一部減（特別保育

助成事業が増） 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

225,849 ↘ → → 

17 事業名 児童福祉推進助成事業 担当課 教育・保育課 

事業 

概要 

幼児教育・保育の無償化にかかる

事務及び保育管理システムサー

バー保守を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・幼児教育・保育の無償化にかかる事

務費 

・保育管理システムの保守委託料。 

【増減理由】 

R5 マイナポータル関連システム改修

の完了 R6 システム標準化対応に係

る移行経費の増 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,879 ↘ ↗ → 
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18 事業名 特別保育助成事業 担当課 教育・保育課 

事業 

概要 

就労形態等、多様なニーズの保育

サービスに対応するため、延長保

育事業を行う民間認定こども園

等に対して補助を行います。 

また、低所得世帯が負担する教材

費・制服代等実費に対する補助

（月額上限あり）や、地域におけ

る小学校就学前の子どもを対象

とした多様な集団活動事業を利

用する保護者への補助を行いま

す。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・延長保育促進事業補助金の交付。 

・補足給付事業補助金の交付。 

・多様な事業者の参入促進・能力活用

事業補助金の交付。 

【増減理由】 

R5 就学前の子どもを対象とした集団

活動事業を利用する保護者への支援メ

ニューの増 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

34,318 ↗ → → 

19 事業名 一時預かり事業助成事業 担当課 教育・保育課 

事業 

概要 

認定こども園等を利用していな

い家庭において、保護者の疾病や

災害等により一時的に家庭での

保育が困難となった児童や教育

認定時間以降に在園の 1 号認定

児童を一時的に預かる認定こど

も園に対して補助を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 
一時預かり事業補助金の交付。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

21,244 → → → 

20 事業名 幼保連携型認定こども園推進事業 担当課 教育・保育課 

事業 

概要 

保育者合同研修会を開催し、保育

者の資質を高めるとともに、外部

の第三者評価及び監査を実施す

ることで、教育・保育の質の向上

と運営の適正化を図ります。ま

た、保育士確保に向けて、たまご

たち体験事業や修学資金の貸付

等の事業を展開します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・保育者合同研修会 

・三木市特定教育・保育施設評価・監査

委員会の開催。 

・R4 以降保育士確保・支援事業を拡充

予定。 

【増減理由】 

R5 三木市特定教育・保育施設評価の

対象園所の減少、幼稚園教諭免許更新

支援事業が廃止 

・日当見直しによる減少。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

10,217 ↘ → → 

21 事業名 認定こども園等給付事業 担当課 教育・保育課 

事業 

概要 

認定こども園等に対する給付事

業を行います。（給付費及び事務

費） 

令

和

５

年

度 

内

容 

・施設型給付。 

・地域型保育給付。 

・施設等利用給付。 

・給付に係る事務費。 

【増減理由】 

R5 処遇改善等加算Ⅲの追加 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

2,159,784 ↗ → → 
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22 事業名 幼稚園教育支援事業 担当課 教育・保育課 

事業 

概要 

公立幼稚園（４園）における教職

員研修、各種教育研究協議会参

加、負担金等の管理運営を行いま

す。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・教職員研修の実施。 

・各種教育研究協議会参加、負担金等。 

【増減理由】 

R5 幼稚園 2 園の閉園に伴う閉園式事

業の開催のため。  R6 公立幼稚園 2

園が廃園予定 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,139 ↗ ↘ → 

23 事業名 民間認定こども園整備助成事業 担当課 教育・保育課 

事業 

概要 

民間認定こども園に対し、必要な

改修工事の一部を補助すること

で、教育・保育施設環境の充実を

図る。 

令

和

５

年

度 

内

容 
対象となる工事費の一部を補助する 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

39,600 新規 → → 
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柱 （２）豊かな学びで未来を拓くまち 

枠組み(施策) ①学校教育㋐（学力向上、ICT 活用） 

■取組内容 

変化の激しい社会の中にあっても前向きに生き抜く力を育む総合的な学力向上のた

めの教育環境を整備し、また、ふるさと教育、自他の人権を尊重し支えあう児童生徒

を育成します。 

■基本計画に掲げる指標・目標値の進捗状況 

指    標 
基準値

H29.8 

実績値 目標値 

R6 R2 R3 R4 R5 R6 

「ひょうごがんばりタイ

ム」実施校数（％）*1 
42% 100% 100% 100%   100% 

全国学力・学習状況調査の

平均正答率（県比－％）*1 

小-3％ 

中+2％ 
中止 小-3％ 

中±0％ 

小-6% 

中-3% 

  小±0％ 

中+3％ 

＊1：教育委員会教育振興部学校教育課及び教育センター調べ 

■実施事業 

1 事業名 学校給食事業特別会計繰出事業 担当課 財政課 

事業 

概要 

児童生徒が健全に育つ教育環境

を確保するため、学校給食事業

に係る経費のうち、食材の材料

費等を除く事務費などの経費を

学校給食事業特別会計に繰り出

し、保護者等の負担を軽減しま

す。 

令

和

５

年

度 

内

容 

学校給食事業特別会計への繰出金。 

【増減理由】 

R5 急激な物価高騰を受けた給食食材

の高騰分を負担することによる増額。 

R6 給食費の改定により、令和 5 年度

に実施する負担の廃止  R7 対象児

童・生徒数の減少による減額。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

34,741 ↗ ↘ ↘ 

2 事業名 小学校情報教育設備管理事業 担当課 教育施設課 

事業 

概要 

すべての教室、教科書において、

教員が情報機器を利用して、「分

かる授業」を展開するとともに、

いつでもどこでも児童が必要と

する情報を得ることができる環

境を整備することで、総合的な

学力向上を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・各学校のネットワーク保守。 

・パソコン、タブレットリース料。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

128,994 → → → 
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3 事業名 中学校情報教育設備管理事業 担当課 教育施設課 

事業 

概要 

すべての教室、教科書において、

教員が情報機器を利用して、「分

かる授業」を展開するとともに、

いつでもどこでも児童が必要と

する情報を得ることができる環

境を整備することで、総合的な学

力向上を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・各学校のネットワーク保守。 

・パソコン、タブレットリース料。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

62,694 → → → 

4 
事業名 

特別支援学校情報教育設備管理事

業 
担当課 教育施設課 

事業 

概要 

すべての教室、教科書において、

教員が情報機器を利用して、「分

かる授業」を展開するとともに、

いつでもどこでも児童が必要と

する情報を得ることができる環

境を整備することで、総合的な学

力向上を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・学校のネットワーク保守。 

・パソコン、タブレットリース料。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

7,602 → → → 

5 事業名 教育委員会運営事業 担当課 教育総務課 

事業 

概要 

教育行政における課題に迅速か

つ的確に対応するため、定例会や

臨時会を開催するとともに、教育

施策等に関する調査、研究及び協

議等を行うため、委員協議会を開

催します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・教育委員会の運営（定例会、臨時会の

開催）。 

・教育委員に係る各種研修会への参

加。 

・委員報酬の支払い等。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

3,461 → → → 

6 事業名 事務局事務事業 担当課 教育総務課 

事業 

概要 

教育委員会所管事務を円滑に行

うため、事務局に会計年度任用職

員を配置するとともに、消耗品等

管理運営経費の措置を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・事務専門員 8 名、事務補助員 16 名、

公民館長 6 名、歴史資料館長 1 名（会

計年度任用職員）を配置し、事業を実

施。 

・管理運営に必要な消耗品等の購入。 

・学校文書の配送業務等。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

214,233 → → → 
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7 事業名 小学校管理運営事業 担当課 教育総務課 

事業 

概要 

すべての児童が安心して教育を

受けることのできる環境を整備

するため、会計年度任用職員の配

置や消耗品等管理運営経費の措

置を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・学校安全指導員 6 名、看護員 4名（会

計年度任用職員）を配置し事業を実施。 

・小学校の消耗品及び電気、ガス、水道

などの光熱水費等管理経費。 

・校務員業務委託料等。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

153,745 → → → 

8 事業名 小学校教育振興事業 担当課 教育総務課 

事業 

概要 

児童の学習環境を整備し、学習指

導の充実を図り、すべての教科等

において、すべての教職員が情報

機器を利用して、「分かる授業」

を展開するとともに、いつでもど

こでも児童が必要とする情報を

得ることができる環境を整備す

ることで、将来の超高度情報社会

に生きる素質を養います。 

令

和

５

年

度 

内

容 
学習に必要な消耗品等の購入。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

14,682 → → → 

9 事業名 中学校管理運営事業 担当課 教育総務課 

事業 

概要 

すべての生徒が安心して教育を

受けることのできる環境を整備

するため、消耗品等管理運営経費

の措置を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・中学校の管理運営に必要な消耗品及

び電気、ガス、水道などの光熱水費等管

理経費。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

71,988 → → → 

10 事業名 中学校教育振興事業 担当課 教育総務課 

事業 

概要 

生徒の学習環境を整備し、学習指

導の充実を図り、すべての教科等

において、教職員が情報機器を利

用して、「分かる授業」を展開す

るとともに、いつでもどこでも生

徒が必要とする情報を得ること

ができる環境を整備することで、

将来の超高度情報社会に生きる

素質を養います。 

令

和

５

年

度 

内

容 
学習に必要な消耗品等の購入。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

8,440 → → → 

11 事業名 学校給食管理運営事業 担当課 教育施設課 

事業 

概要 

栄養バランスのとれた食事を提

供することにより、園児・児童・

生徒の健康の保持増進や心身の

健全な発達に大きな役割を果た

すための給食事業を実施します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

給食調理運営業務や給食費徴収業務、

給食施設・設備の維持管理。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

295,702 → → → 
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12 事業名 学校給食管理運営事業 担当課 教育施設課 

事業 

概要 

県費栄養士が配置されていない

調理場に、食育、食数管理、アレ

ルギー対応、調理指導、衛生管理

等の職務のため、会計年度任用職

員（学校栄養士）を配置します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

学校給食栄養士（会計年度任用職員）３

名を配置し、事業を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

6,821 → → → 

13 事業名 小中一貫教育推進事業 担当課 小中一貫教育推進室 

事業 

概要 

 ９年間で子どもを支え導く「小

中一貫教育」を三木市内の全小学

校と中学校で推進しています。 

 小中一貫教育をより効果的に

行うことができる施設一体型小

中一貫校の設置を目指し、取組を

進めていきます。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・９年間のカリキュラムの作成及び実

践。 

・小中一貫教育実践推進校における具

体的な実践及び成果の全校周知。 

・講師招聘研修、先進校視察等の実施。 

・小中一貫教育推進協議会からの意見

書を基にした、学校設置に係る協議の

実施。 

【増減理由】 

 小中一貫校の設置に向けた必要経費

等が想定されるため 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,848 → ↗ ↗ 

14 事業名 小学校保健室運営事業 担当課 教育施設課 

事業 

概要 

小学校の保健室の充実を図るた

め、管理備品の整備を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

管理備品の整備。 

 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 650 → → → 

15 事業名 小学校保健室運営事業 担当課 教育総務課 

事業 

概要 

小学校の保健室の充実を図るた

め、医薬薬品、消耗品等を配備し

ます。 

令

和

５

年

度 

内

容 
保健室の医薬品、消耗品等の購入。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 754 → → → 
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16 事業名 中学校保健室運営事業 担当課 教育施設課 

事業 

概要 

中学校の保健室の充実を図るた

め、管理備品の整備を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

管理備品の整備。 

 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 450 → → → 

17 事業名 中学校保健室運営事業 担当課 教育総務課 

事業 

概要 

中学校の保健室の充実を図るた

め、医薬薬品、消耗品等を配備し

ます。 

令

和

５

年

度 

内

容 

保健室の医薬品、消耗品等の購入。 

 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 360 → → → 

18 事業名 特別支援学校保健室運営事業 担当課 教育施設課 

事業 

概要 

特別支援学校の保健室の充実を

図るため、管理備品の整備を行い

ます。 

令

和

５

年

度 

内

容 
管理備品の整備。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

  70 → → → 

19 事業名 特別支援学校保健室運営事業 担当課 教育総務課 

事業 

概要 

特別支援学校の保健室の充実を

図るため、医薬品、消耗品等を配

備します。 

令

和

５

年

度 

内

容 
保健室の医薬品、消耗品等の購入。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

  50 → → → 
20 事業名 小学校通学対策事業 担当課 教育施設課 

事業 

概要 

小学校に通う遠距離通学の児童

に対して通学援助を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

スクールバス運行費用や路線バス通学

者への補助。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

11,859 → → → 
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21 事業名 中学校通学対策事業 担当課 教育施設課 

事業 

概要 

中学校に通う遠距離通学の生徒

に対して通学援助を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

路線バス通学者への定期代の補助、自

転車通学者へのヘルメットの整備、自

転車保険の加入など。 

 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 621 → → → 

22 事業名 特別支援学校通学対策事業 担当課 教育施設課 

事業 

概要 

特別支援学校に通う生徒に対し

て通学援助を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

スクールバスの運行。 

 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

10,564 → → → 

23 事業名 コミュニティ・スクール事業 担当課 学校教育課 

事業 

概要 

コミュニティ・スクール（学校運

営協議会制度）の導入を通して、

学校と地域の連携・協働を更に推

進します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・次年度導入予定の学校や地域への周

知活動、委員候補研修等の準備 

・導入校の円滑な自立的運営を目指し

た伴走的支援の実施 

【増減理由】 

R5 学校運営協議会の設置及び運営に

係る経費【緑が丘中学校、吉川小学校・

吉川中学校（小・中合同型）】 

R6.R7 導入校増加 

 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 355 ↗ ↗ ↗ 

24 事業名 小学校研修事業 担当課 学校教育課 

事業 

概要 

教職員研修の実施や各種教育研

究協議会等への参加により、教職

員の専門性を高め、指導力の向上

を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・教職員研修（校内研修、研修部研修）

の実施。 

・各種教育研究協議会等への参加。 

 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

2,784 → → → 
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25 事業名 中学校研修事業 担当課 学校教育課 

事業 

概要 

教職員研修の実施や各種教育研

究協議会等への参加により、教職

員の専門性を高め、指導力の向上

を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・教職員研修（校内研修、研修部研修）

の実施。 

・各種教育研究協議会等への参加。 

 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,578 → → → 

26 事業名 小学校教育支援事業 担当課 学校教育課 

事業 

概要 

児童の学習環境を整備し、学習指

導の充実を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

教科書指導書等の整備、連合音楽会（鑑

賞会）などの各種イベント、ひょうごが

んばり学びタイム、基礎学力定着化事

業などを実施。 

 

【増減理由】 

R6 教科書の改訂に伴う、指導書の購

入 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

7,929 → ↗ → 

27 事業名 中学校教育支援事業 担当課 学校教育課 

事業 

概要 

部活動を活性化するため、外部指

導者の導入等を図ります。また、

生徒の学習環境を整備し、学習指

導の充実を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・複数校方式など柔軟な部活動の実

施、外部指導者の導入等。 

・教科書指導書等の整備、総体などの

各種イベント、ひょうごがんばり学び

タイム、基礎学力定着化事業などを実

施。 

 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

14,018 → → → 

28 事業名 小学校保健事業 担当課 学校教育課 

事業 

概要 

学校医（内科、眼科、耳鼻科、歯

科）による健康診断及び業者委託

による健診により、児童及び教職

員の健康管理を図ります。 

また、日本スポーツ振興センタ

ー、全国市長会の共済制度に加入

し、学校事故により発生する補

償、賠償に対応します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・学校医による健康診断及び業者委託

による健診。 

・日本スポーツ振興センター、全国市

長会の共済制度への加入。 

 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

28,816 → → → 
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29 事業名 中学校保健事業 担当課 学校教育課 

事業 

概要 

学校医（内科、眼科、耳鼻科、歯

科）による健康診断及び業者委託

による健診により、生徒及び教職

員の健康管理を図ります。 

また、日本スポーツ振興センタ

ー、全国市長会の共済制度に加入

し、学校事故により発生する補

償、賠償に対応します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・学校医による健康診断及び業者委託

による健診。 

・日本スポーツ振興センター、全国市

長会の共済制度に加入。 

 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

15,636 → → → 

30 事業名 特別支援学校保健事業 担当課 学校教育課 

事業 

概要 

学校医（内科、眼科、耳鼻科、歯

科）による健康診断及び業者委託

による健診により、児童、生徒及

び教職員の健康管理を図ります。 

また、日本スポーツ振興センタ

ー、全国市長会の共済制度に加入

し、学校事故により発生する補

償、賠償に対応します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・学校医による健康診断及び業者委託

による健診。 

・日本スポーツ振興センター、全国市

長会の共済制度に加入。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,494 → → → 

31 事業名 奨学資金事業 担当課 教育総務課 

事業 

概要 

高校生等を対象に、家庭が生活困

窮のため学資の支弁が困難と認

められる学生に対し、その学費の

一部を援助し、誰もが等しく教育

を受けることのできる環境を支

援します。 

令

和

５

年

度 

内

容 
奨学金の給付。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

26,500 → → → 

32 事業名 教育センター管理事業 担当課 教育センター 

事業 

概要 

教育センター施設の維持管理及

び学校情報教育ネットワークの

維持管理・運営経費 

令

和

５

年

度 

内

容 

・教育センターの施設の維持管理。 

・教育系ネットワークの維持管理。 

【増減理由】 

R5 公共施設再配置計画に基づく中規

模改修工事を行うため。 R6 中規模改

修工事の終了のため。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

29,568 ↗ ↘ → 
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33 事業名 教職員研修事業 担当課 教育センター 

事業 

概要 

教職員の研修講座、教育研究員制

度などの実施により、子どもたち

の主体的で多様な学びを支える

教職員の資質・能力を向上させま

す。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・教育センターの運営。 

・研究委託制度の運営。 

・教職員向け専門研修講座の運営。 

・兵庫県内教育研究所連盟に関する業  

 務。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,719 → → → 

34 事業名 教育センター運営事業 担当課 教育センター 

事業 

概要 

市民文化の向上につながる、市民

講座やＣＧアートコンテストな

どの企画展を実施する。また、各

種相談業務を行う。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・三木市 CG アートコンテストの開催。 

・各種相談業務の運営。 

・ソフトウエアの更新。 

・ICT 教育に関する研修の運営。 

・授業目的公衆送信補償金の支払い。 

 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

5,025 → → → 

35 
事業名 

小・中通学対策事業【統合】 スク

ールバス運行業務 
担当課 教育施設課 

事業 

概要 

学校統合に伴い遠距離通学とな

る児童生徒に対して、通学援助を

行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 
スクールバスの運行。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

55,609 → → → 

36 
事業名 

スクール・サポート・スタッフ配置

事業 
担当課 学校教育課 

事業 

概要 

教職員の勤務時間適正化を図る

ため、「スクール・サポート・ス

タッフ（地域の外部人材）」を配

置します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

教員が子どもの学習保障に注力できる

ようスクールサポートスタッフを配置

するための人件費。 

【増減理由】 

R5 消毒等コロナ対策に必要な時間数

が減ったため 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 867 ↘ → → 
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37 
事業名 

未来を創る学力育成三木モデル事

業 
担当課 学校教育課 

事業 

概要 

子どもたち一人一人の可能性を

伸ばし、新しい時代に求められる

資質・能力「主体性、協働性、創

造力」を育成するため、９年間の

一貫したカリキュラムに基づく

質の高い教育活動を実現します。

また、教育 DX による三木市なら

ではの「令和の日本型学校教育を

実現する新しい学校像」を創造

し、豊かな学びを子どもたちの自

己実現につなげ、社会に貢献でき

る人材の育成をめざします。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・新時代にふさわしい「９年間を見通

した質の高い学び」を実現する授業改

善の実施 

・教職員を対象とする資質・能力向上

研修の実施 

・学校教育と家庭学習との連携による

学力定着の取組の実施 

【増減理由】 

R5 「みっきぃすてっぷ」をデジタル化

し、印刷製本費を削減。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,250 ↘ → → 

38 事業名 学校給食審議会設置事業 担当課 教育施設課 

事業 

概要 

学校給食に関する課題等につい

て審議する会を設置し、円滑な運

営や食育の推進を図る。 

令

和

５

年

度 

内

容 

専門的な見地や関係者から意見を求

め、献立内容や給食費等について審議

する。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 247 新規 → → 
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柱 （２）豊かな学びで未来を拓くまち 

枠組み(施策) ①学校教育㋑（特別支援教育、グローバル教育） 

 

■取組内容 

変化の激しい社会の中にあっても前向きに生き抜く力を育む総合的な学力向上のた

めの教育環境を整備し、また、ふるさと教育、自他の人権を尊重し支えあう児童生徒

を育成します。 

■基本計画に掲げる指標・目標値の進捗状況 

指    標 
基準値 

H29 

実績値     目標値 

R6 R2 R3 R4 R5 R6 

全国学力・学習状況調査「外国人

の人と友達になったり、外国のこ

とをもっと知りたい」項目（％）

*1 

72% 中止 ― ―   80% 

＊1：教育委員会教育振興部学校教育課調べ 

■実施事業 

1 事業名 小学校教育支援事業 担当課 学校教育課 

事業 

概要 

特別な支援が必要な児童が安心

して教育を受けることのできる

環境を整備するため、会計年度

任用職員（特別支援教育指導補

助員）を配置し、市における特別

支援教育の充実を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

特別支援教育指導補助員（会計年度任

用職員）42 名の人件費。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

82,941 → → → 

2 事業名 中学校教育支援事業 担当課 学校教育課 

事業 

概要 

特別な支援が必要な生徒が安心

して教育を受けることのできる

環境を整備するため、会計年度

任用職員（特別支援教育指導補

助員）を配置し、市における特別

支援教育の充実を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

特別支援教育指導補助員（会計年度任

用職員）11 名の人件費。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

22,353 → → → 
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3 事業名 特別支援学校管理運営事業 担当課 教育総務課 

事業 

概要 

すべての児童・生徒が安心して教

育を受けることのできる環境を

整備するため、会計年度任用職員

の配置や消耗品等管理運営経費

の措置を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・看護員 3 名（会計年度任用職員）を

配置し、事業を実施。 

・特別支援学校の管理運営に必要な消

耗品及び電気、ガス、水道などの光熱水

費等管理経費。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

19,063 → → → 

4 事業名 特別支援学校教育振興事業 担当課 教育総務課 

事業 

概要 

障がいを克服し、自立を支援する

学習や訓練を行う環境を整備し

ます。全ての授業等において、情

報機器を利用した学習活動を行

い、児童・生徒が必要とする情報

を得ることができる環境を整備

することで、情報機器を自立の一

助として活用する資質を養いま

す。 

令

和

５

年

度 

内

容 
学習に必要な消耗品等の購入。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 580 → → → 

5 事業名 特別支援学校研修事業 担当課 学校教育課 

事業 

概要 

教職員研修の実施や各種教育研

究協議会等への参加により、教職

員の専門性を高め、指導力の向上

を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・教職員研修（校内研修、研修部研修）

実施。 

・各種教育研究協議会等への参加。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 319 → → → 

6 事業名 国際理解教育推進事業 担当課 学校教育課 

事業 

概要 

外国語英語指導助手（ＡＬＴ）を

小・中・特別支援学校へ派遣し、

生徒の語学力及びコミュニケー

ション能力の向上を図るととも

に国際理解教育を推進します。グ

ローバル化に対応した英語教育

を進め、国際社会に通用する児

童・生徒を育成します 

令

和

５

年

度 

内

容 

・各学校へのＡＬＴの配置。 

・地域人材を活用した国際理解教育の

実施。 

【増減理由】 

R5 教育課程特例校の廃止に伴い、外

国語活動の授業時数が減少したため 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

38,606 ↘ → → 
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7 事業名 小学校就学援助事業 担当課 学校教育課 

事業 

概要 

特別支援学級に在籍する児童の

保護者や経済的な理由で就学が

困難な児童の保護者に学校生活

に必要な費用の一部を支給する

ことにより、経済的負担を軽減

し、適正な就学を促進します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・特別支援学級に在籍児童の保護者に

学校生活に必要な費用の一部を支給。 

・経済的な理由で就学が困難な児童の

保護者に学校生活に必要な費用の一部

を援助。 

 

【増減理由】 

R5 実費支給としている校外活動費、

修学旅行費、卒業アルバム代等につい

て、支給額に上限を設けるため。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

43,380 ↘ → → 

8 事業名 小学校体験活動事業 担当課 学校教育課 

事業 

概要 

学校教育活動において、自然にふ

れあう体験型環境学習を推進し、

自然に対する畏怖の念、命のつな

がりを実感し、美しさに感動する

豊かな心を育みます。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・小学校５年生の４泊５日の自然学校

活動。 

・小学校３年生の環境体験事業。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

16,459 → → → 

9 事業名 トライやる・ウィーク推進事業 担当課 学校教育課 

事業 

概要 

中学校２年生が地域社会や自然

の中で１週間にわたって様々な

体験活動を行うことにより、生徒

が地域社会の一員としての自覚

を高め、生きる力を育むととも

に、地域社会全体で生徒を育てる

という気運を醸成します。 

令

和

５

年

度 

内

容 
トライやる・ウィークの実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

3,748 → → → 

10 事業名 中学校就学援助事業 担当課 学校教育課 

事業 

概要 

特別支援学級に在籍する生徒の

保護者や経済的な理由で就学が

困難な生徒の保護者に学校生活

に必要な費用の一部を支給する

ことにより、経済的負担を軽減

し、適正な就学を促進します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・特別支援学級に在籍する生徒の保護

者に学校生活に必要な費用の一部を支

給。 

・経済的な理由で就学が困難な生徒の

保護者に学校生活に必要な費用の一部

を援助。 

【増減理由】 

R5 実費支給としている校外活動費、

修学旅行費、卒業アルバム代等につい

て、支給額に上限を設けるため。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

38,620 ↘ → → 
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11 
事業名 

特別支援学校験活動事業・トライや

る・ウィーク推進事業 
担当課 学校教育課 

事業 

概要 

特別支援学校の児童生徒が豊か

な自然の中で１泊２日の体験的

な活動を行うことにより、自立に

向けた知識・技能・態度の育成を

図ります。 

トライやる・ウィークや校内宿泊

訓練、居住地校への訪問など地域

や児童生徒との交流の機会を多

くしています。 

 

令

和

５

年

度 

内

容 

・１泊２日の自然体験活動。 

・トライやる・ウィークや居住地校訪

問の実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,280 → → → 
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柱 （２）豊かな学びで未来を拓くまち 

枠組み(施策) ①学校教育㋒（人権教育、いじめ・不登校等 

対策） 

■取組内容 

変化の激しい社会の中にあっても前向きに生き抜く力を育む総合的な学力向上のた

めの教育環境を整備し、また、ふるさと教育、自他の人権を尊重し支えあう児童生徒

を育成します。 

■基本計画に掲げる指標・目標値の進捗状況 

指    標 
基準値 

H30 

実績値     目標値 

R6 R2 R3 R4 R5 R6 

全国学力・学習状況調査「自分に

は、よいところがある」項目

(%)*1 

78% 中止 76% 79%   85% 

＊1：教育委員会教育振興部学校教育課調べ 

■実施事業 

 

1 事業名 子どものいじめ防止事業 担当課 人権推進課 

事業 

概要 

三木市子どものいじめ防止に関

する条例に基づき、「いじめゼ

ロ」のまちをめざすため、啓発活

動の実施、いじめ防止教育の展

開、いじめ相談の充実等を図り

ます。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・保護者や教職員向けの研修会、対策専

門委員会の開催。 

・弁護士出前授業、いじめ防止講演会。 

・啓発ポスター・クリアファイルや情報

誌の発行。 

・いじめ防止センターの運営。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,088 → → → 

2 事業名 子どものいじめ防止事業 担当課 人権推進課 

事業 

概要 

三木市子どものいじめ防止に関

する条例に基づき、「いじめゼ

ロ」のまちをめざすため、啓発活

動の実施、いじめ防止教育の展

開、いじめ相談の充実等を図り

ます。 

令

和

５

年

度 

内

容 

子どもいじめ防止センター相談員（会

計年度任用職員）１名を配置し、事業を

実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

2,995 → → → 
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3 事業名 教育指導事業 担当課 学校教育課 

事業 

概要 

福祉的な視点から学校支援を行

うスクールソーシャルワーカー

を配置し問題を抱える児童生徒

が置かれた環境への働きかけや

関係機関等とのネットワークの

構築・連携・調整などを行います。

管理職研修、階層別研修等を実施

し、教職員の資質向上を図りま

す。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・スクールソーシャルワーカー６名を

配置し、事業を実施。 

・管理職研修、階層別研修等を実施。 

【増減理由】 

R5 部活動の在り方検討会議を設置し

たため。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

7,268 ↗ → → 

4 事業名 いじめ・不登校対策事業 担当課 学校教育課 

事業 

概要 

不登校問題の解消を目指して、不

登校児童生徒の体験活動を実施

します。 

令

和

５

年

度 

内

容 
不登校児童生徒の体験活動を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 267 → → → 

5 事業名 学校教育人権事業 担当課 学校教育課 

事業 

概要 

人権課題に対する深い認識を持

ち、課題解決に向けた実践力を高

めるため、教職員の人権研修を推

進するほか、同和教育伝承講座を

実施します。外国人児童生徒の受

入をスムーズに行うための体制

を整備します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・教職員の人権研修や同和教育伝承講

座を実施。 

・外国人児童生徒の受入体制の整備。 

【増減理由】 

R5 支援児童生徒が増加したため。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

6,176 ↗ → → 

6 事業名 「みっきぃルーム」運営事業 担当課 教育センター 

事業 

概要 

様々な事情により学校へ行きた

くても行けない児童生徒のため

に、一人一人と相談しながら色々

な活動を通じて学習意欲を高め、

子どもたちの学校生活への復帰

を支援します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・「みっきぃルーム」の運営。 

・校外活動の実施。 

・不登校に関する研修会の開催。 

・全国適応教室連絡協議会への参画。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 727 → → → 
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7 事業名 いじめ・不登校対策事業 担当課 学校教育課 

事業 

概要 

三木市スクールカウンセラーを

小・中学校へ派遣し、学校教育が

抱える課題に対応します。また、

不登校問題の解消を目指して、不

登校児童生徒の体験活動を実施

します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

三木市スクールカウンセラー５名、臨

床心理士（スーパーカウンセラー）1名、

不登校対策指導員５名の人件費。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

32,223 → → → 
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柱 （２）豊かな学びで未来を拓くまち 

枠組み(施策) ②青少年育成 

■取組内容 

 子どもたちの成長を支援するため、青少年補導委員の充実と地域住民との協働による人

の目の垣根隊などの活動を継続させます。 

■基本計画に掲げる指標・目標値の進捗状況 

指   標 
基準値

H30 

実績値     目標値 

R2 R3 R4 R5 R6 R6 

青少年補導委員の定数

（人）*1 
152 人 152 人 155 人 148 人   155 人 

 H27.8 R2 R3 R4 R5 R6 R6 

人の目の垣根隊会員数

（人）*1 
751 人 775 人 758 人 753 人   820 人 

＊1：教育委員会教育振興部学校教育課調べ 

■実施事業 

1 事業名 青少年センター運営事業 担当課 教育センター 

事業 

概要 

青少年センター事業の企画、運

営及び青少年の補導、非行防止

活動の推進を図るため、会計年

度任用職員を配置する。 

令

和

５

年

度 

内

容 

青少年センター指導員（会計年度任用

職員）1名を配置し事業を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

2,978 → → → 

2 事業名 青少年センター運営事業 担当課 教育センター 

事業 

概要 

青少年補導委員や人の目の垣根

隊による青少年の補導及び見守

り活動を行う。専門業者にネッ

トパトロールを委託し、ネット

見守り隊事業を実施する。青少

年の健全育成の啓発、青少年育

成団体活動の支援をする。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・青少年補導委員事務局業務。 

・人の目の垣根隊の運営。 

・ネット見守り隊の運営。 

・青少年団体への支援。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

4,842 → → → 
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3 事業名 教育センター運営事業 担当課 教育センター 

事業 

概要 

適応教室（みっきぃルーム）の運

営、各種相談業務（青少年悩みの

相談、教育相談）、教育の情報化

の推進（ICT の活用）を図るため、

会計年度任用職員を配置します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

事業支援員 1名、ICT 教育指導員 1 名、

適応教室指導員 2 名及び青少年カウン

セラー1名（会計年度任用職員）を配置

し、事業を実施。 

【増減理由】 

R5 ICT 教育指導員を 1 人増員するた

め。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

18,540 ↗ → → 

4 事業名 子ども食堂運営助成事業 担当課 子育て支援課 

事業 

概要 

子ども食堂が市内に広く開設さ

れ、子どもたちの居場所づくりを

進める。 

令

和

５

年

度 

内

容 
子ども食堂の運営経費の一部助成 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 900 → → → 

5 事業名 コミュニティ・スクール事業 担当課 生涯学習課 

事業 

概要 

コミュニティ・スクールの導入に

より、豊かな学びで未来を拓くた

めに、子どもの学びと育ちを創造

するとともに、地域と学校とが共

に地域の子どもの教育について

考え、実践していく。 

令

和

５

年

度 

内

容 

推進員の謝礼や活動費 

R6.R7 コミュニティ・スクール導入校

増加による推進員の増及び活動費の増 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 340 新規 ↗ ↗ 
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柱 （２）豊かな学びで未来を拓くまち 

枠組み(施策) ③生涯学習（公民館・図書館等） 

■取組内容 

 多世代が参画する生涯学習の推進や地域コミュニティの活性化として地域づくりの担

い手育成、各種社会教育関係団体の育成、支援に努めるとともに、図書館サービスの更な

る向上をめざします。 

■基本計画に掲げる指標・目標値の進捗状況 

指    標 
基準値 

H30.8 

実績値     目標値 

R6 R2 R3 R4 R5 R6 

「生涯学習」に対する満足度（％）

*1 
53.5％ ― ― ―   60％ 

＊1：「市民アンケート」結果 

■実施事業 

1 事業名 公民館運営事業 担当課 生涯学習課 

事業 

概要 

公民館運営審議会を開催し、公民

館事業について審議していただ

きます。 

公民館で生涯学習講座を開催し

ます。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・公民館運営審議会を開催。 

・生涯学習講座(高齢者教室、女性セミ

ナー、乳幼児教室)を開催。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

5,218 → → → 

2 事業名 公民館運営事業 担当課 教育総務課 

事業 

概要 

公民館の管理運営業務を行いま

す。 

令

和

５

年

度 

内

容 

事務補助員（会計年度任用職員）37 名

を配置し、事業を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

56,423 → → → 
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3 事業名 コミュニティ形成事業 担当課 生涯学習課 

事業 

概要 

各地域での納涼大会、文化祭等の

各種イベントを通じ、住民の交流

を推進するとともに、まちづくり

情報の発信など、まちづくり総合

ステーションとしての事業を推

進します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

各種イベント（地域の夏祭り、文化祭

等）開催、開催支援。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,187 → → → 

4 事業名 公民館施設管理事業 担当課 生涯学習課 

事業 

概要 

市内１０公民館の施設管理、修繕

を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

市内１０公民館の施設管理（シルバー

人材センターへの管理委託料、機械警

備、空調保守等）、修繕。 

 

【増減理由】 

R5 光熱水費等の高騰。別所町公民館

ため池浚渫残土処分。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

96,092 ↗ → → 

5 事業名 公民館整備事業 担当課 生涯学習課 

事業 

概要 

公民館施設の改修、施設整備を行

います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

R5 年度は整備工事なし 

【増減理由】 

 R6 施設改修計画により実施 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

   0 ― ↗ → 

6 事業名 図書館運営事業 担当課 図書館 

事業 

概要 

年齢、障がいの有無、国籍などに

かかわらず、すべての市民が必要

とする情報を身近な拠点で得ら

れるようにします。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・国立国会図書館のデジタル化資料を

活用した、図書館サービスの拡充 

・図書の定期宅配サービスの実施、PR。 

・朗読者、手話通訳者による対面朗読。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

33,972 → → → 
7 事業名 図書館運営事業 担当課 図書館 

事業 

概要 

市民が利用しやすい図書館サー

ビスの充実を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

司書 14 名、事務補助員 14 名（会計年

度任用職員）を配置し、事業を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

55,926 → → → 
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8 事業名 図書館管理事業 担当課 図書館 

事業 

概要 

すべての市民が図書館を、安全に

気持ちよく利用できるように維

持管理します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

図書館の維持管理（光熱水費、施設管理

委託、設備点検の実施等）。 

【増減理由】 

R5 光熱水費の高騰 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

16,110 ↗ → → 

9 
事業名 

コミュニティスポーツセンター管

理運営事業 
担当課 生涯学習課 

事業 

概要 

コミュニティスポーツセンター

で、生涯学習講座の開催と施設管

理を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・生涯学習講座（乳幼児教室等）の開

催。 

・施設の管理。 

【増減理由】 

R5 光熱水費の高騰 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

5,865 ↗ → → 

10 
事業名 

コミュニティスポーツセンター管

理運営事業 
担当課 教育総務課 

事業 

概要 

コミュニティスポーツセンター

の管理運営業務を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

スポーツ指導員１名及び事務補助員１

名（会計年度任用職員）を配置し、事業

を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

4,230 → → → 

11 
事業名 

福井コミュニティセンター管理運

営事業 
担当課 生涯学習課 

事業 

概要 

福井コミュニティセンターで、生

涯学習講座の開催と施設管理を

行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

生涯学習講座（歌謡教室、卓球教室）の

開催、施設の管理。 

【増減理由】 

R5 光熱水費の高騰 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

4,593 ↗ → → 
12 

事業名 
福井コミュニティセンター管理運

営事業 
担当課 教育総務課 

事業 

概要 

福井コミュニティセンターの管

理運営業務を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

事務補助員（会計年度任用職員）２名を

配置し、事業を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

3,385 → → → 
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13 事業名 社会教育事務事業 担当課 生涯学習課 

事業 

概要 

広域の社会教育関係団体、関係機

関と交流し、情報収集を行いま

す。 

令

和

５

年

度 

内

容 

東・北播磨地区社会教育振興会等への

参加(負担金、旅費等)。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 194 → → → 

14 事業名 社会教育委員等設置事業 担当課 生涯学習課 

事業 

概要 

社会教育委員による、社会教育の

総合的な調整、企画、立案の審議

や、社会教育委員の研修会への参

加など活動の支援を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・社会教育委員への報酬。 

・社会教育委員の研修会への参加 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 188 → → → 

15 事業名 市民教育事業 担当課 生涯学習課 

事業 

概要 

市民の生涯学習活動の支援を行

います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・高齢者大学、大学院の運営補助 

・社会教育関係団体の活動補助。 

・みっきぃ生涯学習講師を募集、登録

し、学習を希望する団体へ派遣。 

・託児ボランティアの養成。 

・俳句まつりの開催の補助。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

8,783 → → → 

16 
事業名 

地域と学校の連携・協働体制推進事

業 
担当課 生涯学習課 

事業 

概要 

学校、家庭、地域が連携、協働し

て地域全体で未来を担う子ども

たちの成長を支えていく活動を

推進します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

市内小・中・特別支援学校や公民館にお

いて、児童・生徒に地域学校協働活動に

係る授業等をそれぞれの地域で様々な

知識・経験を持つ住民に講師を依頼し

て実施する。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 986 → → → 

- 59 -



 

                      テーマ１ 未来へつなぐ人と暮らしづくり 

（方向性：拡充↗ 継続→ 縮小↘） 

17 事業名 別所ふるさと交流館管理運営事業 担当課 生涯学習課 

事業 

概要 

別所ふるさと交流館の施設管理

と地域資源を生かした交流事業

を実施します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・別所ふるさと交流館の施設管理。 

・地域資源を生かした交流事業。 

【増減理由】 

R5 光熱水費の高騰 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

2,113 ↗ → → 

18 事業名 まなびの郷みずほ管理運営事業 担当課 生涯学習課 

事業 

概要 

まなびの郷みずほの施設管理を

行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

まなびの郷みずほの施設管理。 

【増減理由】 

R5 光熱水費の高騰 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

6,839 ↗ → → 

19 事業名 二十歳の祝典開催事業 担当課 生涯学習課 

事業 

概要 

二十歳になる方を祝福するため

の式典を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

民法改正により成年年齢が引き下げら

れたが、令和４年度以降も 20 歳を対象

とした式典を開催。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,358 → → → 

20 事業名 青少年教育事業 担当課 生涯学習課 

事業 

概要 

青少年の健全育成を図るため、子

どもの交流や自立を支援する事

業を行います。 

子ども会活動の支援を行います。 

 

令

和

５

年

度 

内

容 

・子どもの交流や自立を支援。 

・子ども会活動の支援。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 277 → → → 

21 事業名 三木ホースランドパーク活用事業 担当課 生涯学習課 

事業 

概要 

三木ホースランドパークにおけ

る、市所有施設にかかるエリアの

管理運営を指定管理者制度に基

づき委託します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

指定管理者と連携し、施設の目的に沿

った管理運営を委託。 

【増減理由】 

R5 ナラ枯れの対応。野外活動事業育

成負担金（学校教育課から所管替）。 非

常用電源基盤更新工事の実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

41,813 ↗ → → 
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22 事業名 旧吉川支所管理事業 担当課 生涯学習課 

事業 

概要 

旧吉川支所（よかとこルーム）の

維持管理を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

旧吉川支所（よかとこルーム）の施設管

理。 

【増減理由】 

R5 光熱水費の高騰 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,187 ↗ → → 
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柱 （２）豊かな学びで未来を拓くまち 

枠組み(施策) ④文化・スポーツ 

■取組内容 

 芸術発表の機会やスポーツ大会などの開催を通じて参加者同士やスタッフ、支援ボラン

ティアの交流を促進するとともに、地域への誇りや愛着を醸成します。 

■基本計画に掲げる指標・目標値の進捗状況 

指   標 
基準値 

H30 

実績値     目標値 

R6 R2 R3 R4 R5 R6 

「文化や芸術に触れ合う機会」

に対する満足度（％）*1 
48.3％ ― ― ―   60％ 

「スポーツ施設やスポーツ活

動」に対する満足度*1 
61.6％ ― ― ―   70％ 

＊1：「市民アンケート」結果 

■実施事業 

1 事業名 障害者スポーツ大会運営事業 担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

障がい者がスポーツを通じて、体

力の維持増強、社会参加の促進を

図るために、三木市障がい者ふれ

あいスポーツ大会を実施します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

三木山総合公園において、障がいのあ

る方や家族、市民ボランティア等が参

加する三木市障がい者ふれあいスポー

ツ大会を開催。 

【増減理由】 

R5 R4 年度は簡素化にしたが R5 から

は新しい形のスポーツ大会を実施予定

（従来と同等の予算見込み） 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 643 ↗ → → 

2 事業名 体育振興事業 担当課 文化・スポーツ課 

事業 

概要 

市民駅伝大会やマラソン大会な

ど各種大会を実施します。各種ス

ポーツ団体の活動を補助・育成し

ます。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・市民駅伝大会やみっきぃふれあいマ

ラソンなど各種大会の実施。 

・三木市スポーツ協会への補助金、各種

協会の選手練習会の開催。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

5,147 → → → 
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3 事業名 文化芸術事業 担当課 文化・スポーツ課 

事業 

概要 

文化芸術部門で活躍された方の

顕彰や文化芸術活動の発表の機

会の提供、市民参加型の文化活動

のほか、文化団体や伝統行事保存

活動団体の事業補助や活動支援

を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・文化芸術賞による顕彰。 

・芸能祭、吹奏楽祭などを開催。 

・「三木演劇セミナー」「みき第九演奏

会」を開催。 

・文化団体や伝統行事保存活動団体の

補助・支援。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

7,989 → → → 

4 事業名 市展等開催事業 担当課 文化・スポーツ課 

事業 

概要 

市民の創作意欲の向上と地域文

化の振興を図るため、三木市展、

さつき展、菊花展、みなぎの書道

展などを開催します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・三木市展、さつき展、菊花展などの開

催。          

・みなぎの書道展の開催。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

4,376 → → → 

5 事業名 市展等開催事業 担当課 文化・スポーツ課 

事業 

概要 

「三木市展」「さつき展」「菊花展」

などを開催し、市民の創作意欲の

向上と地域文化の振興を図るた

め、会計年度任用職員を配置しま

す。 

令

和

５

年

度 

内

容 

みなぎの書道展の作品受付整理、展示、

展覧会の受付及び三木市展の受付のた

め短期で事務補助員（会計年度任用職

員）1 名を配置し、事業を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 336 → → → 

6 事業名 市民文化振興基金事業 担当課 文化・スポーツ課 

事業 

概要 

優れた舞台芸術に触れることに

より、子どもたちの情操と豊かな

心を育むため、芸術鑑賞事業を行

います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・劇団四季の社会貢献事業「こころの

劇場」を活用した芸術鑑賞事業を実施

している。 

・青少年の芸術文化活動を支援。 

【増減理由】 

R5 子どもたちの芸術鑑賞「こころの

劇場」公演再開による増 R6 子どもた

ちの芸術鑑賞開催なし R7 子どもた

ちの芸術鑑賞開催 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,731 ↗ ↘ ↗ 
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7 事業名 保健体育事務事業 担当課 文化・スポーツ課 

事業 

概要 

スポーツ推進委員活動及び保健

体育事務事業を推進します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

スポーツ指導に必要とされる指導者研

修等にスポーツ推進委員が参加（参加

費、旅費等）。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,531 → → → 

8 事業名 美術館管理運営事業 担当課 文化・スポーツ課 

事業 

概要 

市内外の芸術家や団体の作品展、

企画展及び特別展を開催します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・市内外の芸術家や団体の作品展や企

画展（9 回）、特別企画展（2 回）を開

催。 

・美術館の施設管理。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

3,209 → → → 

9 事業名 美術館管理運営事業 担当課 文化・スポーツ課 

事業 

概要 

美術館における展示事業や講演

会を開催し、美術に関する市民の

知識及び教養の向上を図るため、

会計年度任用職員を配置します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

美術館専門員（会計年度任用職員）1名、

事務補助員（会計年度任用職員）2 名を

配置し、事業を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

7,800 → → → 
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10 事業名 文化会館管理事業 担当課 文化・スポーツ課 

事業 

概要 

文化会館の管理運営は、指定管理

者制度を導入しています。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・指定管理者制度による管理運営。 

【増減理由】 

R5 大ホール舞台空調機改修工事 

機械室空調機更新 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

73,025 ↗ → → 
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柱 （２）豊かな学びで未来を拓くまち 

枠組み(施策) ⑤大学連携 

■取組内容 

 学生からの意見を聴収し市政へ生かすとともに、大学が持つ知見や情報を庁内の様々な

部署で活用することで、課題解決や市の魅力向上、市民の意識向上につなげます。 

■基本計画に掲げる指標・目標値の進捗状況 

指   標 
基準値 

Ｈ30 

実績値     目標値 

R6 R2 R3 R4 R5 R6 

若者から意見を聞く機会

（回/年）*1 
3 回 3 回 3 回 2 回   4 回 

 Ｈ30.9 R2 R3 R4 R5 R6 R6 

「災害に強いまちづくり」

に対する満足度（％）*2 
50％ ― ― ―   55％ 

＊1：「三木東高タウンミーティング」「三木若者ミーティング」の開催回数 

＊2：「市民アンケート」結果 

■実施事業 

 

1 事業名 三木若者ミーティング事業 担当課 縁結び課 

事業 

概要 

三木市にゆかりのある大学生及

び高校生に、市のめざすべき将来

像と、それを実現するため自分た

ちにできることなどを話し合っ

てもらい、出された意見を可能な

限り市政に反映します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

三木若者ミーティングの開催（R5 年度

は年 2回の開催を予定） 

 

前年並みとしているが、大学連携等に

よる講師依頼等に加え、今年度は市政

70 周年に向けた取り組みを 2か年計画

で実施予定。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

  73 → → → 

2 事業名 三木市避難所運営サポーター事業 担当課 危機管理課 

事業 

概要 

市が設置する避難所の円滑な運

営を実施するため、関西国際大学

と協定を締結し、学生の運営サポ

ーターを養成します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・避難所運営に関する研修(防災講和の

受講、防災訓練への参加、避難所視察

等)の実施。 

・サポーター委任状の交付。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

   0 → → → 
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柱 （３）安心して暮らせるまち 

枠組み(施策) ①健康・福祉 

■取組内容 

 町ぐるみ健診の受診勧奨や予防接種の接種勧奨による疾病予防と「みっきぃ☆いきいき

体操」や健康ポイント制度により、市民が健康づくりに楽しく取り組む機運を醸成し、市

民の健康寿命延伸に努めます。 

■基本計画に掲げる指標・目標値の進捗状況 

指標・目標値 
基準値 

H30.8 

実績値     目標値 

R6 R2 R3 R4 R5 R6 

「健康診断や健康づくりへ

の支援」に対する満足度（％）

*1 

71.8％ ― ― ―   72.5％ 

「高齢者福祉施設の整備や

施策」に対する満足度*1 
52.2％ ― ― ―   54％ 

＊1：「市民アンケート」結果 

■実施事業 

1 事業名 重度障害者福祉医療費事業 担当課 医療保険課 

事業 

概要 

身体障害者手帳 1～2 級、療育手

帳の A 判定及び精神障害者保健

福祉手帳 1級の所持者に対して、

保険診療に係る自己負担額を助

成し、健康保持、増進及び経済的

負担の軽減を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

身体障害者手帳 1～2級、療育手帳の A

判定及び精神障害者保健福祉手帳 1 級

の所持者に対して、保険診療に係る自

己負担額を助成。 

【増減理由】 

R5-7 1 人当たり医療費の増加に伴う

事業費の増 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

134,789 ↗ ↗ ↗ 

2 事業名 高齢重度障害者福祉医療事業 担当課 医療保険課 

事業 

概要 

後期高齢者医療制度に加入して

いる 65 歳以上の医療受給者で、

身体障害者手帳 1～2 級、療育手

帳 A 判定及び精神障害者保健福

祉手帳 1 級の所持者に対して、保

険診療に係る自己負担額を助成

し、健康保持、増進及び経済的負

担の軽減を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

65 歳以上の医療受給者で、身体障害者

手帳 1～2級、療育手帳 A判定及び精神

障害者保健福祉手帳 1 級の所持者に対

して、保険診療に係る自己負担額を助

成。 

【増減理由】 

R5-7 1 人当たり医療費の増加に伴う

事業費の増 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

76,347 ↗ ↗ ↗ 
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3 事業名 高齢期移行者福祉医療事業 担当課 医療保険課 

事業 

概要 

65 歳～69 歳の高齢者（後期高齢

者医療制度に加入しているもの

を除く）に対して、保険診療に係

る自己負担額を助成し、健康保

持、増進及び経済的負担の軽減を

図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

65 歳～69 歳の高齢者（後期高齢者医療

制度に加入しているものを除く）に対

して、保険診療に係る自己負担額を助

成。 

【増減理由】 

R5 補助金要綱の見直しに伴う事業費

の減 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

10,083 ↘ → → 

4 事業名 子ども福祉医療事業 担当課 医療保険課 

事業 

概要 

0 歳から高校生までの子どもに

対して、保険診療に係る自己負担

額を助成（ただし、高校生は入院

医療費のみ助成）し、健康保持、

増進及び経済的負担の軽減を図

ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

0 歳から高校生までの子どもに対して、

保険診療に係る自己負担額を助成。 

【増減理由】 

R5-7 対象者数の減少に伴う事業費の

減 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

317,610 ↘ ↘ ↘ 

5 事業名 母子家庭等福祉医療事業 担当課 医療保険課 

事業 

概要 

18 歳以下の児童を監護するひと

り親家庭及び遺児に対して、保険

診療に係る自己負担額を助成し、

ひとり親家庭の自立促進及び健

康の保持、増進を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

18 歳以下の子どもを監護するひとり親

家庭及び遺児に対して、保険診療に係

る自己負担額を助成。 

 

【増減理由】 

R5-7 1 人当たり医療費の増加に伴う

事業費の増 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

12,648 ↗ ↗ ↗ 

6 事業名 後期高齢者医療事業 担当課 医療保険課 

事業 

概要 

後期高齢者医療事業の財政運営

は、全市町が加入する県の広域連

合が担当しており、広域連合への

負担金及び市負担分の医療費を

納付しています。また、後期高齢

者医療被保険者の疾病の早期発

見や予防に取り組み、健康増進を

図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・兵庫県後期高齢者医療広域連合への

負担金及び市負担分の医療費の納付。 

・健診結果データを活用して、地域の

健康課題の分析、人間ドックを受診し

た場合の自己負担分を一部助成。 

・被保険者の増加に伴い事業費を拡

充。 

 

【増減理由】 

R5-7 被保険者数の増加に伴う事業費

の増 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,143,563 ↗ ↗ ↗ 
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7 事業名 国民健康保険特別会計繰出事業 担当課 財政課 

事業 

概要 

安定した国民健康保険事業の基

盤構築のため、保険事業に係る経

費のうち、法で定められた基準の

経費などを国民健康保険特別会

計へ繰り出して支援します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・一般会計から国民健康保険特別会計

への繰出金。 

・被保険者の減少に伴い、事業費を縮

小。 

【増減理由】 

R5 法定外繰出の減少及び被保険者数

の減少に伴う減額。 R6-7 被保険者数

の減少に伴う減額。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

629,414 ↘ ↘ ↘ 

8 
事業名 

後期高齢者医療事業特別会計繰出

事業 
担当課 財政課 

事業 

概要 

安定した後期高齢者医療事業の

基盤構築のため保険事業に係る

経費のうち、法で定められた基準

の経費などを後期高齢者医療事

業特別会計へ繰り出して支援し

ます。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・一般会計から後期高齢者医療事業特

別会計への繰出金。 

・被保険者の増加に伴い、事業費を増

額。 

【増減理由】 

R5-7 被保険者数の増加に伴う増額 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

292,896 ↗ ↗ ↗ 

9 事業名 介護保険特別会計繰出事業 担当課 財政課 

事業 

概要 

安定した介護保険制度を持続す

るため介護保険に係る経費のう

ち、法で定められた市が負担すべ

き経費などを介護保険特別会計

へ繰り出します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・一般会計から介護保険特別会計への

繰出金。 

・被保険者の増加に伴い、事業費を増

額。 

【増減理由】 

R5-7 被保険者数の増加に伴う増額 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,193,750 ↗ ↗ ↗ 

10 
事業名 

北播磨総合医療センター企業団繰

出事業 
担当課 財政課 

事業 

概要 

地域医療を守るため、北播磨総合

医療センター企業団の建設改良

費や救急医療の確保に係る経費

の一部を北播磨総合医療センタ

ー企業団へ繰り出して支援しま

す。 

令

和

５

年

度 

内

容 

一般会計から北播磨総合医療センター

企業団への繰出金。 

【増減理由】 

  R7 病院の経営改革プランに基づく

中長期計画の終了に伴う減額。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

889,000 → → ↘ 
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11 事業名 町ぐるみ健診事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

16 歳以上の市民を対象に、疾病

の早期発見・早期治療を目的に、

総合保健福祉センターや各公民

館等で各種健診を実施します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

健診の実施（基本健診・肺がん検診・胃

がん検診・大腸がん検診・子宮頸がん検

診・乳がん検診・前立腺がん検診・肝炎

ウイルス検診・骨粗しょう症検診・胃の

健康度チェック・歯周病検診・口腔がん

検診）。 

R3 年度より 5がん検診（肺、胃、大腸、

子宮、乳）の節目年齢の無料化を拡充

し、受診しやすい体制を継続する。 

【増減理由】 

R5 コロナ禍での受診控えから回復傾

向にあり、受診者の増加が見込まれる

ため。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

124,583 ↗ → → 

12 事業名 町ぐるみ健診事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

16 歳以上の市民を対象に、疾病

の早期発見・早期治療を目的に、

総合保健福祉センターや各公民

館等で各種健診を実施します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

事務補助員（会計年度任用職員）4 名を

配置し、事業を実施。 

【増減理由】 

R5 受診者の増加が見込まれるため。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

2,610 ↗ → → 

13 事業名 がん検診推進事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

がん検診受診率の向上を目的に、

女性特有のがん検診対象者に無

料クーポンを配布します。また、

肺がん・胃がん・大腸がん・子宮

頸がん・乳がん検診を個別に受診

勧奨します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・女性特有のがん検診対象者に無料ク

ーポンを配布。 

・40～69 歳の男女に肺がん・胃がん・

大腸がん、20～69 歳の女性に子宮頸が

ん、40～69 歳の女性に乳がんの検診を

個別に受診勧奨。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

4,687 → → → 

14 事業名 がん検診推進事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

がん検診受診率の向上を目的に、

女性特有のがん検診対象者に無

料クーポンの配布や肺がん・胃が

ん・大腸がん・子宮頸がん・乳が

ん検診を個別に受診勧奨します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

事務補助員（会計年度任用職員）１名を

配置し、事業を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 247 → → → 
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15 事業名 救急医療事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

市内における救急医療対策とし

て、休日の一次救急診療業務及び

平日夜間の小児科一次救急診療

業務を三木市医師会に委託し、実

施します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

休日当番医（日曜・祝日・年末年始）、

小児科救急当番医の実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

14,510 → → → 

16 
事業名 

三木市 24 時間市民健康医療相談事

業 
担当課 健康増進課 

事業 

概要 

電話による 24 時間年中無休の健

康医療相談窓口を設置し、健康医

療相談や休日夜間の医療機関情

報を提供することにより、市民の

健康への不安解消を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

電話による 24 時間年中無休の健康医

療相談窓口の設置。 

【増減理由】 

R5 相談件数が増加したため 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

4,840 ↗ → → 

17 事業名 休日歯科診療事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

休日歯科診療所で、急病患者に対

して応急的な歯科医療の提供を

三木市歯科医師会が行い、救急歯

科診療業務の運営を担います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

救急歯科診療業務（日曜・祝日・年末年

始）の運営。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

4,935 → → → 

18 事業名 予防接種事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

予防接種の機会を安定的に確保

し、予防接種法に基づき定期予防

接種を実施するとともに、特別な

理由等による任意予防接種の助

成も実施します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・定期予防接種を実施。 

・特別な理由等による任意予防接種の

助成。 

【増減理由】 

R5 定期接種のＨＰＶワクチンに、単

価が高額な９価のワクチンが追加され

るため。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

140,694 ↗ → → 
19 事業名 予防接種事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

予防接種の機会を安定的に確保

し、予防接種法に基づき定期予防

接種を実施するとともに、特別な

理由等による任意予防接種の助

成も実施します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

事務補助員（会計年度任用職員）２名を

配置し、事業を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 887 → → → 
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20 事業名 肺炎球菌ワクチン接種事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

肺炎球菌による肺炎の罹患及び

重篤化を防止するため、65 歳以

上の者や一定の内臓機能障害に

よる身体障害者手帳保有者又は

人工透析を行う者等を対象に、予

防接種費用の一部若しくは全額

を助成します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

予防接種費用の一部若しくは全額を助

成。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

2,221 → → → 

21 事業名 風しんワクチン接種事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

風しんは急性ウイルス性発疹症

で、妊婦が妊娠初期に感染すると

胎児に感染して先天性風しん症

候群を高確率で誘発させるため、

近年、過去に定期接種の機会がな

かった世代を対象に接種費用の

一部を助成します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

過去に定期接種の機会がなかった世代

を対象に接種費用の一部を助成。 

【増減理由】 

R5 接種希望者の減少により減額 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

  73 ↘ → ― 

22 事業名 インフルエンザワクチン接種事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

インフルエンザウイルス感染に

よる重篤化と感染の拡大を防ぐ

ため、65 歳以上の高齢者や心臓

等に一定の障害を有する方を対

象に接種費用の全額を助成しま

す。 

令

和

５

年

度 

内

容 

65 歳以上の高齢者や心臓等に一定の障

害を有する方を対象に接種費用の全額

を助成。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

78,811 → → → 

23 事業名 インフルエンザワクチン接種事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

インフルエンザウイルス感染に

よる重篤化と感染の拡大を防ぐ

ため、65 歳以上の高齢者や心臓

等に一定の障害を有する方を対

象に接種費用の全額を助成しま

す。 

令

和

５

年

度 

内

容 

事務補助員（会計年度任用職員）3 名を

配置し、事業を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 591 → → → 
24 事業名 感染症予防事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

感染症予防についての普及啓発

を行い、感染症の発生や蔓延の未

然防止に係る資材等を購入しま

す。また、北播磨保険医療福祉連

絡協議会分担金を支払います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・感染症の発生や蔓延の未然防止に係

る資材等の購入。 

・北播磨保険医療福祉連絡協議会分担 

金の支払い。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 404 → → → 
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25 事業名 保健衛生事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

保健衛生事業に係る各種研修及

び会議に参加し、専門職の資質向

上を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

保健衛生事業に係る各種研修（国保技

術・国保連・保健師・管理栄養士等の研

修会）及び会議への参加。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 358 → → → 

26 事業名 健康づくり推進事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

市民の健康意識の向上を目的と

した各種健康増進事業の推進を

図り、三木市健康づくり推進協議

会の開催、食生活改善推進員（三

木市いずみ会）の活動支援、歯の

健康展等の健康づくりイベント

の支援を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・三木市健康づくり推進協議会の開

催。 

・食生活改善推進員（三木市いずみ会）

の活動支援。 

・歯の健康展などイベントの支援。 

【増減理由】 

R5 三木市医師会、三木市歯科医師会

に運営補助金を新たに追加 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

4,727 ↗ → → 

27 事業名 食育推進計画策定事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

令和 4 年度からの 5 年間の第 3

次食育推進計画を策定し、三木市

の恵まれた自然環境を活かして、

家庭はもとより、食に関するあら

ゆる関係機関、団体等が一体とな

って食育を推進します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

第 3 次食育推進計画に基づき関係機関

一体となり食育活動の取り組みを進め

る。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

   0 → → → 

28 事業名 健康教育事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

生活習慣病の予防、その他健康に

関する事項について、正しい知識

の普及を図るため、健康教室の開

催や住民が主体的に健康づくり

に取り組むことができるよう、健

康運動指導士等の派遣など自主

活動への支援を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・健康教室の開催。 

・健康運動指導士等の派遣。 

【増減理由】 

R4 は派遣希望が減少、R5 は少しずつ地

域に出向いての活動を増やしていきた

いが実情に合わせ減額 R6 実施する

保健活動を増やしていく予定 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 102 ↘ ↗ → 
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29 事業名 健康相談事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

成人保健相談、健診結果相談、歯

と口の健康相談等を実施し、幅広

く健康相談を行っているほか、若

年のがん患者の在宅ターミナル

ケアの支援も行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・成人保健相談、健診結果相談、歯と口

の健康相談等を実施。 

・20 歳以上 40 歳未満のがん患者の方

の訪問介護及び福祉用具貸与に係る利

用料の一部を助成。 

【増減理由】 

R5 集団で実施する事業は縮小・見直

し。感染対策の消耗品等の減少を見込。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

2,954 ↘ → → 

30 事業名 高齢者訪問指導事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

「高齢者の保健事業と介護予防

等の一体的な実施」に向けて、高

齢者に対する個別支援（ハイリス

クアプローチ）を実施します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

高齢者に対する個別支援（ハイリスク

アプローチ）を実施。 

【増減理由】 

R5 は初年度のため重点地区を設定して

実施。令和 6 年度以降、地区を拡大し

ていく予定。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

   0 → ↗ ↗ 

31 事業名 在宅歯科訪問事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

外出困難な在宅療養者の自宅に

歯科衛生士が訪問し、歯科訪問指

導を実施するほか、在宅歯科訪問

歯科診療を実施している歯科医

師会に対し、在宅訪問歯科診療事

業の周知活動及び訪問診療機器

の管理費用等事業運営に要する

経費の一部を補助します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・歯科訪問指導。 

・歯科医師会に対し在宅訪問歯科診療

事業の周知活動及び訪問診療機器の管

理費用等事業運営に要する経費の一部

を補助。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 275 → → → 

32 事業名 健康増進事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

三木市総合保健福祉センター内

の体力測定室（トレーニングルー

ム）に運動機器を設置し、機器の

利用や運動指導員による個別指

導、体力測定等により市民の体力

向上及び健康の維持増進に寄与

します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

健康保険福祉センターをワクチン接種

会場として、使用するため事業費を縮

小。 

【増減理由】 

R5 R4 年度は、コロナワクチン接種事

業の影響のため休館となった、令和 5

年度以降の部屋の利用再開時期は未定 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 866 ↘ → → 
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33 事業名 成人保健事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

市民の健康の保持増進を図るた

め、健康教育事業、健康相談事業、

健康増進事業等を実施します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

歯科保健事業を推進する歯科衛生士１

名と事務補助員（会計年度任用職員）2

名を配置し、事業を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

4,374 → → → 

34 事業名 総合保健センター管理事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

保健衛生・健康推進拠点としての

役割を担い、衛生的な環境整備と

適正な維持管理を行う。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・センター（建物、諸器具）修繕。 

・施設管理、清掃業務委託。 

・各種保守業務委託。 

・光熱水費、通信運搬費支払い。 

【増減理由】 

R5 光熱費等の物価高騰の影響。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

17,256 ↗ → → 

35 事業名 母子保健事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

母子の健やかな成長を支援する

ため、各種健診や助成事業を実施

します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・母子健康手帳の交付、乳幼児健康診

査（4 か月児、1歳 6か月児、3 歳児、

視聴覚健診）の実施。 

・訪問指導 乳児家庭全戸訪問事業

（こんにちは赤ちゃん訪問）等。 

・新生児聴覚検査費の助成。 

・子ども・子育て支援アプリの「母子

モ」を導入。 

【増減理由】 

R5 Ｒ４年度は行政手続きオンライン

化に伴うシステム改修の完了 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

13,495 ↘ → → 

36 事業名 母子保健事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

母子の健やかな成長を支援する

ため、各種健診や助成事業を実施

します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

事務補助員（会計年度任用職員）３名を

配置し、事業を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,703 → → → 
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37 事業名 発達相談事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

乳幼児健診等の所見を通して、児

の発達の遅れ及び母の育児不安

が見受けられる場合に、集団又は

個別の相談機会を設けます。 

令

和

５

年

度 

内

容 

総合保健福祉センターで発達相談の実

施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

2,305 → → → 

38 事業名 発達相談事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

乳幼児健診等の所見を通して、児

の発達の遅れ及び母の育児不安

が見受けられる場合に、集団又は

個別の相談機会を設けます。 

令

和

５

年

度 

内

容 

事務補助員（会計年度任用職員）２名を

配置し、事業を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 142 → → → 

39 事業名 5 歳児発達健診事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

3 歳児健診の受診時には把握が

困難な「集団生活」や「対人関係」

における課題を、5 歳児発達健診

を通して把握し、医師・臨床心理

士等の協力のもと、発達障害の早

期発見及び就学までの支援につ

なげます。 

令

和

５

年

度 

内

容 
5 歳児発達健診の実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,157 → → → 

40 事業名 5 歳児発達健診事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

3 歳児健診の受診時には把握が

困難な「集団生活」や「対人関係」

における課題を、5 歳児発達健診

を通して把握し、医師・臨床心理

士等の協力のもと、発達障害の早

期発見及び就学までの支援につ

なげます。 

令

和

５

年

度 

内

容 

事務補助員（会計年度任用職員）２名を

配置し、事業を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 284 → → → 
41 事業名 養育医療事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

出生時の体重が 2000ｇ以下また

は、医師が入院を必要と認めた者

を対象とし、「未熟児養育医療費」

の給付を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

未熟児養育医療費(入院費、食事療養

等)の給付。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

4,505 → → → 

- 76 -



 

                      テーマ１ 未来へつなぐ人と暮らしづくり 

（方向性：拡充↗ 継続→ 縮小↘） 

42 事業名 自殺対策事業 担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

尊い命を救うために、こころの相

談窓口（電話相談）の設置、広報

や街頭での啓発活動や講演会の

開催等の自殺対策を実施します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・こころの相談窓口の設置。 

・広報や街頭での啓発活動。 

・ゲートキーパー養成講座の実施。 

・自殺対策本部会議の開催等。 

【増減理由】 

 R6 第 2 期自殺対策計画の策定業務

に係る費用の減額 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 836 → ↘ → 

43 事業名 自殺対策事業 担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

尊い命を救うために、こころの相

談窓口（電話相談）の設置、広報

や街頭での啓発活動や講演会の

開催等の自殺対策を実施します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

「こころの相談窓口」相談員（会計年度

任用職員）１名を配置し、事業を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

4,233 → → → 

44 
事業名 

医療的ケア児等支援対策医療機関

連携事業 
担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

市内の人工呼吸器管理や吸引、経

管栄養等の医療的ケアを必要と

する児童に対して、医療的ケア児

コーディネーターにより地域連

携を図るとともに看護の質の向

上を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・医療的ケア児支援者研修会の開催 

・医療的ケア児支援者病院実習の実施 

・三木市と専門医療機関との地域連携

会議の開催 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 100 → → → 

45 事業名 【再掲】障害児タイムケア事業 担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

障がいのある児童の放課後及び

学校長期休業中の活動場所を確

保するとともに、保護者の就労支

援及び看護負担の軽減を目的に

支援を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

障害児タイムケア施設管理者、児童指

導員、看護師他（会計年度任用職員）を

配置し、事業を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

36,602 → → → 
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46 事業名 福祉総務事務事業 担当課 福祉課 

事業 

概要 

社会福祉審議会の開催や福祉総

務事業を実施します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・社会福祉審議会の開催や福祉総務事

業を実施。 

・第４期三木市地域福祉計画にかかる

業務。 

・近畿ブロック都市福祉事務所長連絡

協議会等会費及び負担金。 

【増減理由】 

R5 障害者基本計画及び高齢者福祉計

画の策定のため社会福祉審議会の開催

回数が増加。 R6 各計画の策定が終了

し開催回数が減少。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,267 ↗ ↘ → 

47 事業名 民生委員活動事業 担当課 福祉課 

事業 

概要 

民生委員児童委員の活動の支援、

強化を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・三木市連合民生委員児童委員協議会

補助金の交付。 

・活動費用弁償補助金の交付。 

【増減理由】 

R5 民生委員児童委員の一斉改選が令

和４年度に終了したための減。 R7 ３

年毎の民生委員児童委員の改選年度。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

15,075 ↘ → ↗ 

48 事業名 地域福祉活動事業 担当課 福祉課 

事業 

概要 

・市民ふくし相談の実施や地域

福祉活動を支援するために活動

団体に対して補助金を交付しま

す。 

・ひきこもりの方の社会参加と

自立を目指し、ひきこもりサポー

ト事業の活動を行う団体に対し、

運営経費の一部を補助します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・市民ふくし相談の実施。 

・社会福祉協議会事業補助金、善友会

補助金、遺徳顕彰事業補助金、遺族会補

助金、更生保護女性会補助金、ふれいあ

いサロン活動補助金の交付。 

・ひきこもり当事者やその家族が集ま

る場の提供や当事者が社会参加を行う

場を設ける事業を行う団体に対し、対

象経費の内、月１回以上の運営で

75,000 円、月２ 回以上 の運営で

150,000 円を年度上限とし、補助金を交

付。 

【増減理由】 

R5 ひきこもりサポート事業補助金を

創設したため。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

42,294 ↗ → → 
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49 
事業名 

運転免許証を自主返納した高齢者

に対する移動支援事業 
担当課 福祉課 

事業 

概要 

運転免許証の自主返納をした、市

内在住の 65 歳以上の高齢者の移

動を支援し、高齢者の社会参加の

促進を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

運転免許証自主返納者に対し、一人一

回のみ次の乗車券から５冊（各 2,000

円相当）を交付（ニコパカード引換券・

ニコパカードチャージ券・神戸電鉄乗

車券・神姫バス乗車券・神姫ゾーンバス

乗車券・タクシー利用助成券）。 

【増減理由】 

R5 運転免許自主返納者に対し、バス

券等を毎年交付していたが、一人一回

のみの交付に制度を変更。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

2,100 ↘ → → 

50 
事業名 

三木市高齢者及び障害者に対する

バス等運賃助成事業 
担当課 福祉課 

事業 

概要 

市内在住の 70 歳以上の高齢者及

び障がい者の生活上の利便を提

供し、社会参加を促進して、生き

がいづくりと自立の向上を図る

ため、バス等運賃の助成を行いま

す。 

令

和

５

年

度 

内

容 

年度につき 1 回、次の乗車券から１冊

（2,000 円相当）を交付（ニコパカード

引換券・ニコパカードチャージ券・神戸

電鉄乗車券・神姫バス乗車券・神姫ゾー

ンバス乗車券・タクシー利用助成券）。 

【増減理由】 

R5 交付者数及び交付率の増加が見込

まれるため。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

31,281 ↗ ↗ ↗ 

51 事業名 福祉バス等助成事業（高齢者） 担当課 福祉課 

事業 

概要 

市内在住の 70 歳以上の高齢者及

び障がい者の生活上の利便を提

供し、社会参加を促進して、生き

がいづくりと自立の向上を図る

ためバス等運賃の助成を行いま

す。 

令

和

５

年

度 

内

容 

事務補助員（会計年度任用職員）３名を

2 か月間配置し、事業を実施。 

【増減理由】 

R5 制度の変更の説明時間の増加を見

込んでいるため、交付人員を増員した。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

2,119 ↗ → → 

52 事業名 高齢者福祉事務事業 担当課 福祉課 

事業 

概要 

高齢者福祉に関する内部管理事

務、入所判定委員会等の実施、要

援護者の処遇検討等を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・入所判定委員謝礼。 

・全国シルバー人材センター事業協力

賛助会費。 

・県シルバー人材センター協会賛助会

費。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 225 → → → 
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53 
事業名 

三木市老人クラブ連合会活動促進

事業 
担当課 福祉課 

事業 

概要 

高齢者の社会活動を促進するた

め、老人クラブに対する指導事業

及び高齢者の幅広い社会活動の

促進のため諸事業を行っている

三木市老人クラブ連合会に対し

補助金を交付します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

三木市老人クラブ連合会活動に要する

経費を補助。 

【増減理由】 

R5 老人クラブ数が減少したため。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

4,267 ↘ → → 

54 事業名 三木市老人クラブ助成事業 担当課 福祉課 

事業 

概要 

高齢者の知識及び経験を活かし、

生きがいと健康づくりのため多

様な社会活動を通じ、老後の生活

を豊かなものにするとともに明

るい長寿社会づくりを行ってい

る老人クラブに対し補助金を交

付します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

老人クラブの社会奉仕活動教養講座開

催、健康増進活動や総会開催等に要す

る経費を補助(クラブ数：95 団体)。 

【増減理由】 

R5 老人クラブ数が減少したため。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

12,994 ↘ → → 

55 
事業名 

三木市老人クラブ活動強化推進事

業 
担当課 福祉課 

事業 

概要 

高齢者の知識及び経験を活かし、

生きがいと健康づくりのため多

様な社会活動を通じ、老後の生活

を豊かなものにするとともに明

るい長寿社会づくりを行ってい

る老人クラブに対し補助金を交

付します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

老人クラブの子育て支援活動、地域に

おける見守り活動や健康体操実施・普

及に要する経費を補助。 

増減理由】 

R5 老人クラブ数が減少したため。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

5,340 ↘ → → 

56 事業名 福祉有償運送サービス事業補助金 担当課 福祉課 

事業 

概要 

在宅で車いす等を利用している

移動困難な方を対象にリフトカ

ーでの送迎活動を行い、外出を支

援する社会福祉協議会の事業に

補助金を交付します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

外出を支援する社会福祉協議会の事業

に対する補助金。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

3,920 → → → 
57 

事業名 
高齢者グラウンドゴルフ利用助成

金 
担当課 福祉課 

事業 

概要 

三木総合防災公園グラウンドゴ

ルフ場を利用する高齢者に対し、

その利用料金の一部を助成する

ことによって高齢者の交流の促

進及び健康の増進を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

グラウンドゴルフ場の利用料金の一部

を助成。 

【増減理由】 

R5 グラウンドゴルフ場の利用者が増

加しているため。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,200 ↗ ↗ ↗ 
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58 事業名 福祉サービス利用援助補助金 担当課 福祉課 

事業 

概要 

認知症高齢者、知的障がい者、精

神障がい者などの判断能力に不

安のある人が地域で安心して生

活が送れるよう社会福祉協議会

が行う援助に対し補助金を交付

します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

福祉サービス利用援助事業補助金を交

付。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 500 → → → 

59 事業名 高齢者福祉推進事業 担当課 福祉課 

事業 

概要 

高齢者の社会参加を促進するた

めの事業及び三木市老人クラブ

連合会に関する事業を展開しま

す。 

令

和

５

年

度 

内

容 

こころ豊かな地域をめざす運動推進専

門員（会計年度任用職員）1名を配置し、

事業を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

2,788 → → → 

60 事業名 三木市敬老事業 担当課 福祉課 

事業 

概要 

長寿の方に対し、敬老祝金を支給

することにより、多年にわたり社

会に貢献された高齢者を敬愛し、

もって健康で心豊かな生活に寄

与することを目的とします。 

令

和

５

年

度 

内

容 

敬老祝金の支給（88 歳 10,000 円・100

歳 50,000 円）。 

【増減理由】 

R5 高齢者福祉施策の見直しの一環と

して見直した結果、77 歳と 99 歳を対

象外としたため。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

8,880 ↘ → → 

61 事業名 三木市敬老事業 担当課 福祉課 

事業 

概要 

多年にわたり社会の進展に寄与

された高齢者を敬愛するととも

に、高齢者福祉について広く市民

の関心と理解を深めることを目

的に敬老会の開催やその他高齢

者の長寿を祝うための事業を実

施する自治会、婦人会若しくはこ

れらの連合体又は施設の設置者

に対し補助金を交付します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

自治会等の区域内に住所を有する 75

歳以上の高齢者の数に 1,500 円を乗じ

た額を上限とし、敬老事業の実施に要

する経費に相当する額を交付。 

【増減理由】 

R5-7 70 歳以上の高齢者の人口が増加 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

24,611 ↗ ↗ ↗ 
62 事業名 金婚夫婦記念写真撮影事業 担当課 福祉課 

事業 

概要 

結婚 50 年を迎えられる夫婦の長

寿を祝福し、さらなる健康を願っ

て市長からの祝状と記念写真を

贈ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 
金婚夫婦に対し、記念写真を贈呈。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 595 → → → 
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63 事業名 老人措置事業 担当課 福祉課 

事業 

概要 

65 歳以上で生活環境上の問題が

あり、かつ、経済的に困窮してい

る要援護高齢者の福祉の向上を

図るため、食事・入浴などの日常

生活を行う施設への入所措置を

行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

養護老人ホームの入所措置費等の経費

を申請者の収入に応じて負担。 

【増減理由】 

R5 死亡や特養への入所等により、養

護老人ホームの入所者が減少している

ため。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

129,720 ↘ → → 

64 事業名 高齢者福祉センター管理事業 担当課 福祉課 

事業 

概要 

高齢者の健康増進、教養・文化の

向上及びレクリエーションを行

う高齢者福祉センターの管理を

します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

高齢者福祉センターの管理（光熱水費、

修繕料、消耗品等、施設管理委託、機械

警備委託など）。 

【増減理由】 

R5 電気代の高騰のため。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

11,156 ↗ → → 

65 事業名 高齢者福祉センター管理事業 担当課 福祉課 

事業 

概要 

高齢者の健康増進、教養・文化の

向上及びレクリエーションを行

うセンターの管理をします。 

令

和

５

年

度 

内

容 

センター長、事務補助員（会計年度任用

職員）各１名を配置し、事業を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

5,140 → → → 

66 事業名 高齢者福祉センター運営事業 担当課 福祉課 

事業 

概要 

高齢者の健康増進、教養・文化の

向上及びレクリエーションを行

います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

生け花、書道、木彫、絵画、茶道などの

教養講座の実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

2,005 → → → 
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67 事業名 指導監査事務事業 担当課 福祉課 

事業 

概要 

社会福祉法人及び障害福祉・介護

保険サービス事業所等の適正な

運営の確保と利用者への安全・安

心なサービスが提供されるよう、

関係課と連携しながら指導・監査

を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・社会福祉法人及び障害福祉・介護保

険サービス事業所等の指導監査。 

・社会福祉法人の認可及び定款変更等

の届出事務。 

・社会福祉法人等を対象とした集団研

修会の実施。 

【増減理由】 

R5 集団研修会の回数を見直したた

め、専門家の報酬が減。日当の見直しと

オンライン研修の増加により旅費を減 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 272 ↘ → → 

68 事業名 指導監査事務事業 担当課 福祉課 

事業 

概要 

社会福祉法人及び障害福祉・介護

保険サービス事業所等の適正な

運営の確保と利用者への安全・安

心なサービスが提供されるよう、

関係課と連携しながら指導・監査

を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

監査専門官、社会福祉専門員（会計年度

任用職員）各１名を配置し、事業を実

施。 

【増減理由】 

R5 社会福祉専門員の超過勤務手当が

大幅に減少したため、実績に伴い手当

を減額 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

6,442 ↘ → → 

69 事業名 介護予防把握事業 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

支援を要する高齢者を把握し、介

護予防事業につなげます。 

令

和

５

年

度 

内

容 

虚弱高齢者を把握するため、チェック

リストを作成。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 100 → → → 

70 事業名 介護予防普及啓発事業 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

高齢者がいつまでも元気でいき

いきと暮らしていけるよう介護

予防の普及・啓発を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

介護予防教室、転倒骨折予防教室、地域

介護予防、運動指導などを実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

23,716 → → → 
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71 事業名 地域介護予防活動支援事業 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

住民主体の介護予防活動として、

みっきぃ☆いきいき体操自主教

室の立ち上げ支援を行い、継続支

援として運動指導者等の派遣、サ

ポーター養成を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・みっきぃ☆いきいき体操自主教室の

立ち上げ支援、継続支援として運動指

導者等の派遣、サポーター養成。 

・高齢者ボランティアポイント事業の

実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

12,995 → → → 

72 
事業名 

地域リハビリテーション活動支援

事業 
担当課 介護保険課 

事業 

概要 

住民主体の介護予防の取組の強

化に要する経費で、理学療法士等

のかかわりにより自立支援を促

します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

住民主体のみっきぃ☆いきいき体操自

主教室やサロンで、理学療法士による

個別相談等を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

7,033 → → → 

73 
事業名 

おたふくかぜワクチン接種費助成

事業 
担当課 健康増進課 

事業 

概要 

 おたふくかぜワクチンの接種

（任意）に係る費用の一部を助成

し、疾病予防と髄膜炎や難聴など

の合併症の発症を予防します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

おたふくかぜワクチン接種費用の一部

を助成。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 837 → → → 
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74 
事業名 

新型コロナウイルスワクチン接種

事業 
担当課 健康増進課 

事業 

概要 

 新型コロナウイルスワクチン

接種を希望する市民が、安全に円

滑に予防接種を受けることがで

きるように実施します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・クーポン券発送 

・接種日の予約（被接種者） 

・ワクチン接種 

・健康被害調査委員会 

【増減理由】 

R5 接種は重症化リスクが高い者を優先

とするがそれ以外の者も接種の機会を

確保することが望ましいことから全て

の者が対象となる予定。今後の動向に

より、重症化リスクが高い者などには

さらに追加して行う接種を行う可能性

がある。 

 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

594,553 ↗ ― ― 

75 
事業名 

がん治療による外見変化の補正具

購入費の補助 
担当課 健康増進課 

事業 

概要 

がん治療による外見変化による

心理的負担を軽減するとともに

社会参加を促し、療養生活の質の

向上を図るために補正具購入費

を補助します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

がん治療による外見変化の補正具(医

療用ウィッグ、乳房補正具）購入費用の

一部を補助します。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 600 → → → 

76 事業名 シニア健康サポート事業 担当課 医療保険課 

事業 

概要 

健康寿命の延伸を図り、高齢者が

住み慣れた地域において自立し

た生活が送れるよう、保健師・管

理栄養士・歯科衛生士・理学療法

士が地域の通いの場等に出向き、

フレイル対策を積極的にサポー

トします。初年度は、高齢化率や

１人当たり医療費の高い東部圏

域で実施します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

関係機関と連携を図り、後期高齢者の

保健事業と介護予防事業を一体的に実

施し、フレイル対策を強化する。 

・体重や筋肉量の減少を主因としたと

した低栄養及び口腔機能低下等のフレ

イル予防の啓発 

・医療・介護・健診データの分析から、

重症化予防等の必要な高齢者にアプロ

ーチし、適切な医療・介護サービスにつ

なぐ。 

【増減理由】 

令和 5 年度から令和 7 年度にかけて全

地域に事業を拡大する。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

11,399 新規 ↗ ↗ 
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77 
事業名 

健康プランみき２１(第３次計画）

策定事業 
担当課 健康増進課 

事業 

概要 

令和 6 年度に「健康プランみき

21（三木市保健医療計画）第 3 次」

の改定を行う。 

令

和

５

年

度 

内

容 

「健康プランみき 21」の改定のため、

R5 年度は調査(市民アンケート）、分析、

評価に取り組む。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,943 新規 ↘ ― 
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柱 （３）安心して暮らせるまち 

枠組み(施策) ②安全・安心 

■取組内容 

 消防職員の育成により緊急時の対応力を高めるとともに、地域で活動する防犯ボランテ

ィアの支援や防犯のための情報提供を行い、誰もが安全・安心に暮らせるまちを創ります。 

■基本計画に掲げる指標・目標値の進捗状況 

指   標 
基準値

H30.8 

実績値     目標値 

R6 R2 R3 R4 R5 R6 

「消防・救急救助体制の整備」

に対する重要度（％）*1 
73.3％ ― ― ―   80％ 

 H29.8 R2 R3 R4 R5 R6 R6 

人の目の垣根隊会員数（人）*2 751 人 775 人 758 人 753 人   820 人 

＊1：「市民アンケート」結果 

＊2： 教育委員会教育振興部教育センター調べ 

 

■実施事業 

 

 

1 事業名 生活安全推進事業 担当課 生活環境課 

事業 

概要 

市民の生活安全意識の高揚を図

るとともに、市民による自主的な

生活安全活動の推進を支援しま

す。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・生活安全講習会の開催。 

・生活安全パトロールの実施。 

・安全なくらしを守る市民大会開催。 

【増減理由】 

R5 パトロールが必要な場所を効率よ

く巡回することにより時間の減。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 357 ↘ → → 

2 事業名 生活安全推進事業 担当課 生活環境課 

事業 

概要 

市民の生活安全意識の高揚を図

るとともに、市民による自主的な

生活安全活動の推進を支援しま

す。 

令

和

５

年

度 

内

容 

生活安全指導員（会計年度任用職員）2

名を配置し、事業を実施。 

【増減理由】 

R5 生活安全指導員が３名から２名に

減 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

4,858 ↘ → → 
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3 事業名 交通安全対策事業 担当課 生活環境課 

事業 

概要 

市民の交通事故防止とともに交

通安全意識の向上を図るための

事業を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・交通指導員による保護立ち番活動。 

・交通安全教室の開催。 

・ロードミラーの補修。 

【増減理由】 

R5 ロードミラー補修予定箇所の増加 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

6,335 ↗ → → 

4 事業名 消費者対策事業 担当課 生活環境課 

事業 

概要 

消費者の利益保護のための各種

施策を実施します。また、消費者

団体の活動を支援します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・消費者被害の発生に伴う苦情の受付

と処理について、相談員を配置し消費

者からの相談業務を実施。 

・三木市消費者協会事業・東播磨消費

者団体協議会の支援。 

【増減理由】 

R5 日当見直しによる減額 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 315 ↘ → → 

5 事業名 消費者対策事業 担当課 生活環境課 

事業 

概要 

消費者の利益保護のための各種

施策を実施します。また、消費者

団体の活動を支援します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

消費生活相談員（会計年度任用職員）１

名を配置し、事業を実施。 

【増減理由】 

R5 昇給等により増加 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

3,135 ↗ → → 

6 事業名 消防職員人材育成（消防事務事業） 担当課 消防本部 

事業 

概要 

新任消防職員を兵庫県消防学校

へ派遣し、消防職員としての必要

な知識、技術の習得を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・兵庫県消防学校「初任教育」入校。 

・兵庫県消防学校「救急科」入校。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

2,081 → → → 
7 事業名 消防職員人材育成（火災予防事業） 担当課 消防本部 

事業 

概要 

予防業務の充実強化を図るため、

予防技術資格者の資格取得を促

進します。 

令

和

５

年

度 

内

容 
予防技術資格者の養成。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

  29 → → → 
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8 
事業名 

消防職員人材育成（火災救急活動事

業） 
担当課 消防本部 

事業 

概要 

新規救急救命士、指導救急救命

士、認定救急救命士等の養成を継

続的に行い、高度救急業務の維

持、推進を図ります。救急救命士

の資質向上のため、病院研修、各

種研修に参加します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・新規救急救命士、認定救急救命士の

養成。 

・救急救命士、認定救急救命士の病院

研修。 

・救急救助関連（集団災害等）講習の受

講。 

・大型機関員の養成。 

【増減理由】 

R5 救急救命士東京研修所 1 名派遣の

ため入校経費等により増額。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

7,047 ↗ → → 

9 事業名 消防事務事業 担当課 消防本部 

事業 

概要 

消防行政の円滑な推進を図るた

め、消防本部（署）全体の維持、

管理、消防業務の運営を行いま

す。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・各種研修の受講。 

・職員被服の貸与。 

・職員採用試験の実施。 

・衛生・安全運転管理。 

【増減理由】 

R5 旅費の見直しに伴う減額 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

5,537 ↘ → → 

10 事業名 火災予防事業 担当課 消防本部 

事業 

概要 

火災や危険物火災を未然に防ぐ

ため、市民、事業所に対し、予防

啓発と規制に関する事業を行い

ます。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・防火対象物の査察、違反処理。 

・火災予防運動行事。 

・火災予防広報。 

・危険物施設の許認可、検査、立入検

査。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

3,021 → → → 

11 
事業名 

消防防火衣整備事業（火災救急活動

事業） 
担当課 消防本部 

事業 

概要 

平成 29 年 3 月に改訂された、消

防隊員用個人防火装備に係るガ

イドラインに基づき、消防防火服

の更新を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

消防防火衣のリース更新（防火衣上下、

防火帽、しころ、墜落制止用器具）。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

4,672 → → → 
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12 事業名 火災救急活動事業 担当課 消防本部 

事業 

概要 

火災・救急・救助活動等を円滑に

行うため、活動備品資機材の整備

と、維持管理を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・消防活動用資機材、消耗品の整備。 

・消防通信施設の保守管理。 

・活動用被服の貸与。 

・救急法講習会用訓練資器材の整備。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

14,964 → → → 

13 事業名 消防庁舎管理事業 担当課 消防本部 

事業 

概要 

消防本部（署）庁舎の維持管理や、

指令装置など通信施設の保守を

行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・消防庁舎保守管理。 

・通信指令システム保守委託。 

【増減理由】 

R5 物価高騰に伴う光熱水費等の増

額。 R6-7 広野分署中規模改修実施予

定 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

48,197 ↗ ↗ ↗ 

14 事業名 消防車両管理事業 担当課 消防本部 

事業 

概要 

緊急時の出動や災害に備え、消防

車両、救急車等及び消火活動諸器

具の整備、維持管理を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

消防車両の維持管理（車検、修繕、自賠

責保険、タイヤ、バッテリー等）。 

【増減理由】 

R5 物価高騰に伴う燃料費等の増額 

R6 はしご車のオーバーホール実施予

定 R7 通常の消防車両の維持管理に

戻るため。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

13,512 ↗ ↗ ↘ 
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柱 （３）安心して暮らせるまち 

枠組み(施策) ③社会保障 

■取組内容 

 地域包括ケアシステムの構築や障害福祉サービスを充実させることで、誰もが、住み慣

れた地域で安心して自立した生活を営むことができる環境を創ります。 

■基本計画に掲げる指標・目標値の進捗状況 

指   標 
基準値

H30.8  

実績

値 

    
目標値 

R6 
R2 R3 R4 R5 R6 

「高齢者福祉施設の整備や施

策」に対する満足度（％）*1 
52.2％ ― ― ―   54％ 

「バリアフリー化の整備」に

対する満足度*1 
42％ ― ― ―   50％ 

「だれもが平等で差別のない

まちづくり」に対する満足度

（％）*1 

57.7％ ― ― ―   68.0％ 

「行政と市民による協働のま

ちづくり」に対する満足度*1 
45.7％ ― ― ―   60.0％ 

障がい者施設入所者数（人）*2 92 人 90 人 94 人 ―

（R5.6） 

  85 人 

＊1：「市民アンケート」結果 

＊2： 第 4 期・第 5期三木市生涯福祉計画 第 1 期三木市障害児福祉計画 

 

■実施事業 

1 事業名 国民健康保険事業一般管理費 担当課 医療保険課 

事業 

概要 

レセプト内容点検及び国民健康

保険団体連合会システムのレセ

プト電子化を委託し実施してい

ます。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・国民健康保険事業に従事する職員の

配置。 

・国民健康保険証更新に伴う印刷。    

・国民健康保険団体連合会共同電算処

理等の委託。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

93,397 → → → 
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2 事業名 賦課徴収費 担当課 医療保険課 

事業 

概要 

国民健康保険税の納税通知書の

印刷を行い、送付します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・国民健康保険税の納税通知書の印刷

及び送付。 

・国民健康保険税口座振替手数料等の

支払い。 

【増減理由】 

R5 納期を9期から10期に変更するた

めのシステム改修や、納付書 QR コード

対応用の様式サイズ変更やシステム改

修費の増額。 R6 改修等の完了による

減 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

21,079 ↗ ↘ → 

3 事業名 収納率向上特別対策事業費 担当課 医療保険課 

事業 

概要 

制度の周知を行い、国民健康保険

税の収納率向上を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・ペイジー等を利用した口座振替の推

進。 

【増減理由】 

R5 国保税の口座振替勧奨について、

全世帯ではなく新規加入者等に的を絞

った勧奨とするため。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,548 ↘ → → 

4 事業名 運営協議会費 担当課 医療保険課 

事業 

概要 

国民健康保険運営協議会を年２

回程度開催し国民健康保険事業

について審議します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

国民健康保険運営協議会を年２回程度

開催。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 359 → → → 

5 事業名 保険給付費 担当課 医療保険課 

事業 

概要 

被保険者の疾病やケガの治療を

するために支払った診療報酬の

うち保険者（三木市）が負担する

費用を国保連合会を通じて医療

機関に支払います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・被保険者の疾病または負傷を治療す

るために医療機関等に支払った診療報

酬のうち保険者（三木市）が負担する費

用の支払い。 

・出産育児一時金、葬祭費の支払い。 

【増減理由】 

R5-7 被保険者数の減少に伴う事業費

の減 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

6,266,208 ↘ ↘ ↘ 
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6 事業名 国民健康保険事業費納付金 担当課 医療保険課 

事業 

概要 

兵庫県と三木市が共同保険者と

なり国民健康保険事業を運営し、

市は保険税を賦課・徴収し、県に

納付金を納めることで財政の安

定化を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・国民健康保険事業の運営。 

・保険税を賦課・徴収、県へ納付金の納

付。 

【増減理由】 

R5-7 被保険者数の減少に伴う事業費

の減 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

2,156,043 ↘ ↘ ↘ 

7 事業名 特定健康診査等事業費 担当課 医療保険課 

事業 

概要 

国民健康保険の加入者に特定健

康診査を実施し、結果により健康

の保持に努める必要がある人に

保健指導を行うなど生活習慣病

の予防を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・町ぐるみ健診として集団健診（28 回）

と個別健診を実施。 

・健康診査未受診者を分析し、受診勧

奨を行い、受診率向上を図る。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

73,418 → → → 

8 事業名 保健衛生普及費 担当課 医療保険課 

事業 

概要 

被保険者の人間ドックの施設利

用料の助成を行います。医療費通

知、ジェネリック差額通知を送付

します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・人間ドック施設の利用料助成。 

・医療費通知の印刷及び送付。 

・ジェネリック差額通知の送付。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

12,416 → → → 

9 事業名 償還金及び還付加算金 担当課 医療保険課 

事業 

概要 

国民健康保険税の税額変更など

で過誤となった保険税を返還し

ます。 

令

和

５

年

度 

内

容 

国民健康保険税の税額変更などで過誤

となった保険税の返還。 

【増減理由】 

R5 赤字解消により、国県支出金等返

還金については、返還額確定後に前年

度繰越分を財源として予算計上（補正

予算）するため。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

22,532 ↘ → → 
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10 事業名 予備費 担当課 医療保険課 

事業 

概要 

三木市国民健康保険特別会計の

科目が予算超過により不足とな

った場合に充用します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

三木市国民健康保険特別会計の科目が

予算超過により不足となった場合に充

用する予算。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

20,000 → → → 

11 事業名 後期高齢者医療事業一般管理費 担当課 医療保険課 

事業 

概要 

兵庫県後期高齢者医療広域連合

と連携し、被保険者への被保険者

証の引き渡し、各種届出や申請の

受付の窓口業務を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

被保険者への被保険者証の引き渡し、

各種届出や申請の受付の窓口業務。 

【増減理由】 

R5 広域連合共通経費負担金の増 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

25,170 ↗ → → 

12 事業名 後期高齢者医療事業徴収費 担当課 医療保険課 

事業 

概要 

兵庫県後期高齢者医療広域連合

と連携し、制度内容を正しく周知

し、安定運営に協力するほか、後

期高齢者医療保険料の収納率の

向上のため、効果的な収納対策を

実施します。 

令

和

５

年

度 

内

容 
後期高齢者医療保険料の徴収業務。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

5,271 → → → 

13 
事業名 

後期高齢者医療事業後期高齢者医

療広域連合納付金 
担当課 医療保険課 

事業 

概要 

兵庫県後期高齢者医療広域連合

に保険料負担金等を納付します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

兵庫県後期高齢者医療広域連合に保険

料負担金等を納付。        

・被保険者の増加に伴い事業費を拡

充。 

【増減理由】 

R5-7 被保険者数の増加に伴う事業費

の増 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,557,459 ↗ ↗ ↗ 
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14 事業名 後期高齢者医療事業保険料還付金 担当課 医療保険課 

事業 

概要 

過年度に徴収した後期高齢者医

療保険料で過誤となった保険料

を被保険者へ還付します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

過年度に徴収した後期高齢者医療保険

料で過誤となった保険料を被保険者へ

還付。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

3,100 → → → 

15 事業名 在日外国人障害者特別給付事業 担当課 市民課 

事業 

概要 

外国籍で制度的に国民年金に加

入できず、障害基礎年金等を受給

できなかった方に給付金を支給

します。 

令

和

５

年

度 

内

容 
給付金を支給。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 972 → → → 

16 事業名 国民年金事務事業 担当課 市民課 

事業 

概要 

市民が安心して国民年金保険料

を納付し、基礎年金を受け取れる

ように行っている法定受託事業

で、各種受付、免除、学生納付特

例、年金相談、裁定請求の受付、

各種書類の年金事務所又は兵庫

事務センターへの進達事務を行

います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

各種受付、免除、学生納付特例、年金相

談、裁定請求の受付、各種書類の年金事

務所又は兵庫事務センターへの進達事

務。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

3,390 → → → 

17 事業名 国民年金事務事業 担当課 市民課 

事業 

概要 

市民が国民年金保険料を納付し、

安心して基礎年金を受け取れる

ように行っている法定受託事業

で、各種受付、免除、学生納付特

例、年金相談、裁定請求の受付、

各種書類の年金事務所又は兵庫

事務センターへの進達事務を行

います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

会計年度任用職員 1 名を配置し、事業

を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

2,400 → → → 
18 事業名 在日外国人高齢者特別給付事業 担当課 市民課 

事業 

概要 

外国籍で制度的に国民年金に加

入できず、老齢基礎年金等を受給

できなかった方に給付金を支給

します。 

令

和

５

年

度 

内

容 
給付金を支給。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 420 → → → 
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19 事業名 障害福祉推進事業 担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

障害者福祉の推進を図るため、障

害者福祉に寄与する事業者等に

対し補助金や助成金を交付しま

す。 

令

和

５

年

度 

内

容 

地域活動支援センターへの運営費補

助、障害者グループホーム運営事業者

に対する新規開設運営補助、障害者グ

ループホーム利用者の家賃助成、軽・中

度難聴児に対する補聴器等購入費助

成、その他障害者福祉推進のための事

業を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

28,523 → → → 

20 事業名 福祉バス等助成事業（障害者） 担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

障がい者の日常生活の利便及び

経済負担を軽減し、障がい者福祉

の向上を図るため、対象の方に対

し、市内の公共交通機関で使用で

きる乗車券等や福祉タクシー又

はリフト付きタクシーの初乗り

運賃助成券を交付します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

70 歳未満の身体障害者手帳第 1種、療

育手帳 A 判定、精神障害者保健福祉手

帳 1 級の方に対し、市内の公共交通機

関で使用できる乗車券等を交付。 

【増減理由】 

R5 過去３年間の実績により、コロナ

禍において外出自粛の制限により、公

共交通機関乗車券の使用や、初乗りタ

クシー利用が減少したため。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

5,785 ↘ → → 

21 事業名 障害者施設管理事業 担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

障がい者の自立した日常生活や

社会参加を支援することにより、

障がい者福祉の増進を図るため、

市立障害者施設を設置し、運営管

理を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

指定管理制度を活用し、三木市立障害

者総合支援センターはばたきの丘、三

木市立共同作業所等の運営管理を委

託。 

【増減理由】 

R5 令和 4 年度に三木市立障害者総合

支援センターはばたきの丘に設置して

いる特殊浴槽の老朽化に伴う更新業務

が完了したため 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

72,586 ↘ → → 
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22 事業名 障害者就労支援事業 担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

障がい者の就労に対する意欲を

高め、障がい者の自立と社会参加

の促進を図るため、就労機会の支

援や、就職活動及び職場定着の支

援を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・庁内作業所「ワークルーム虹」の運

営。 

・市内企業を対象に障害者雇用促進助

成金を交付。 

【増減理由】 

令和５年度以降、障害者雇用促進法が

改定される予定であり、法定雇用率に

算定可能な障がい者の割合が増加する

見込みである。そのため、障害者雇用促

進助成金の対象となる企業も増加する

見込み。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

4,480 ↗ → → 

23 事業名 障害者自立支援給付事務事業 担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

各種障害福祉サービスや障害児

通所支援等に必要な事務を行い

ます。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・障害福祉サービス及び障害児通所支

援に使用する受給者証や啓発用パンフ

レット等の購入。 

・障害福祉サービス等の請求事務に必

要な国保連合会審査手数料の支払い

等。 

【増減理由】 

R5-7 障害福祉サービス利用者が増加

傾向にあるため 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

3,119 ↗ ↗ ↗ 

24 事業名 障害支援区分認定審査会運営事業 担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

障害福祉サービスを利用するに

当たって必要となる障害支援区

分を認定するため、障害支援区分

認定調査及び障害支援区分認定

審査会の運営を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

障害支援区分認定調査及び障害支援区

分認定審査会の運営。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

2,653 → → → 
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25 事業名 障害福祉サービス給付事業 担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

児童発達支援等の障害児通所給

付費や居宅介護等の障害福祉サ

ービス費を支給します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・児童発達支援、放課後等デイサービ

ス等の障害児通所給付費を支給。 

・居宅介護、生活介護、短期入所、就労

継続支援 B 型等の障害福祉サービス費

を支給。 

【増減理由】 

R5-7 利用者が増加傾向にあり、主に

放課後等デイサービス、就労継続支援

及び共同生活援助の給付額が増加の見

込。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,956,062 ↗ ↗ ↗ 

26 事業名 障害者自立支援医療費給付事業 担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

身体障害を除去、軽減する手術等

の治療によって確実に効果が期

待できる方に対して提供される

自立支援医療費及び病院等への

長期入院による医療的ケアに加

え、常時の介護を必要とする障が

いのある方の医療に係る療養介

護医療費の支給を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

自立支援医療（育成医療・更生医療）費

及び療養介護医療費の支給。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

90,518 → → → 

27 事業名 補装具費支給事業 担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

身体の失われた部位・機能を補う

ため、日常生活や職業上必要とな

る装具や義肢の購入や修理に対

する費用の支給を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

義肢（義足、義手）、歩行器、車椅子、

座位保持装置、補聴器、杖等の補装具の

購入や修理に対する費用を支給。 

【増減理由】 

R5 コロナの影響により、医療機関で

の面談判定が難しかったが、状況の緩

和によりコロナ前の申請者数に戻るこ

とが予想される。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

22,000 ↗ → → 

28 事業名 特別障害者手当等給付事業 担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

精神又は身体に著しい重度の障

害を有し、日常生活において常時

特別の介護を必要とする障がい

者（児）に対して、福祉の向上を

図ることを目的に、重度の障害の

ために必要となる精神的、物質的

な特別の負担の軽減の一助とし

て手当の支給を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

日常生活に特別の介護を必要とする障

がい者（児）に対して、特別障害者手当

（27,980 円/月）又は障害児福祉手当

（15,220 円/月）を支給。 

【増減理由】 

R5 対象者の増加。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

37,224 ↗ → → 
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29 
事業名 

重度心身障害者（児）介護手当支給

事業 
担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

経済的負担の軽減と福祉の向上

を図るため、在宅で生活している

65 歳未満で、日常生活において

常時介護を必要とする障がい者

（児）の介護者に手当の支給を行

います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

身体障害者手帳 1～2 級で日常生活に

常時介護が必要又は療育手帳 A 判定で

一定の介護が必要な方で、過去 1 年間

に介護サービスや自立支援給付の障害

福祉サービスを利用していない障がい

者（児）を介護している方のうち、市民

税非課税世帯の方に、介護手当を支給。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 100 → → → 

30 事業名 市民福祉年金事業 担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

身体障がい者・知的障がい者・精

神障がい者のうち重度の方に対

して市民福祉年金の支給を行い

ます。 

令

和

５

年

度 

内

容 

身体障害者手帳 1・2級、療育手帳 A 判

定・B1 判定、精神障害者保健福祉手帳

1級の方に対して市民福祉年金を支給。 

【増減理由】 

R5 身体障害者手帳の申請者が増加傾

向にあるため。 R6 事業の終了を予定

しているため。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

59,962 ↗ ― ― 

31 
事業名 

小児慢性特定疾病児童日常生活用

具給付事業 
担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

障害者総合支援法等の対象とな

らない小児慢性特定疾患治療研

究事業の厚生労働大臣が定める

疾患に罹患している 18 歳未満の

児童に対して、日常生活用具の給

付を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

障害者総合支援法等の対象とならない

小児慢性特定疾患治療研究事業の厚生

労働大臣が定める疾患に罹患している

18 歳未満の児童に対して、日常生活用

具の給付。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 164 → → → 
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32 事業名 障害者住宅改造助成事業 担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

身体に障がいのある方が住み慣

れた住宅で安心して自立した生

活を送ることができる住環境の

整備をするため、住宅を改造する

費用の一部を助成します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

浴室、洗面所、便所等のかさ上げや手す

りの取り付け等住宅を改造する費用の

一部を助成。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 250 → → → 

33 事業名 地域生活支援事業 担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

障がい者（児）が自立した日常生

活又は社会生活を営むことがで

きるよう、日常生活用具の給付、

移動支援、日中一時支援、訪問入

浴サービス等を実施します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

日常生活用具の給付、移動支援、日中一

時支援、訪問入浴サービス等を実施。 

【増減理由】 

R5-7 日常生活用具の給付や移動支援

等の利用者の増加 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

71,844 ↗ ↗ ↗ 

34 事業名 地域生活支援事業 担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

障がい者（児）が自立した日常生

活又は社会生活を営むことがで

きるよう、日常生活用具の給付、

移動支援、日中一時支援、訪問入

浴サービス等を実施します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

障害福祉サービス専門員（会計年度任

用職員）３名を配置し、事業を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

9,578 → → → 

35 事業名 障害児等発達支援事業 担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

市直営のこども発達支援センタ

ーにじいろで、児童発達支援、放

課後等デイサービス、保育所等訪

問支援の障害児通所支援の提供

を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

こども発達支援センターにじいろで、

児童発達支援、放課後等デイサービス、

保育所等訪問支援の障害児通所支援の

提供。 

【増減理由】 

R5 外部講師の依頼回数の減少 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

11,313 ↘ → → 
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36 事業名 障害児等発達支援事業 担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

三木市直営のこども発達支援セ

ンターにじいろで、児童発達支

援、放課後等デイサービス、保育

所等訪問支援の障害児通所支援

の提供を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

児童発達管理責任者、児童指導員、看護

師他（会計年度任用職員）を配置し、事

業を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

78,607 → → → 

37 事業名 基幹相談支援事業 担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

障がい者の基本相談業務に加え

て、虐待相談や市内関係機関及び

事業所への虐待研修等、障害福祉

啓発に関する講演会の開催、地域

の当事者活動の支援、市内事業所

等の関係機関との連携及び地域

での課題やその解決に向けた話

し合いを行う地域自立支援協議

会事務局業務を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・基本相談業務及び計画相談支援、障

害児相談支援。 

・虐待相談や市内関係機関及び事業所

への虐待研修等の開催。 

・地域の当事者活動支援。 

・地域自立支援協議会の運営。 

 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,216 → → → 

38 事業名 基幹相談支援事業 担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

障がい者の基本相談業務に加え

て、虐待相談や市内関係機関及び

事業所への虐待研修等、障害福祉

啓発に関する講演会の開催、地域

の当事者活動の支援、市内事業所

等の関係機関との連携及び地域

での課題やその解決に向けた話

し合いを行う地域自立支援協議

会事務局業務を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

相談支援専門員 2 名（会計年度任用職

員）及び社会福祉士 1 名（会計年度任

用職員）を配置し、事業を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

11,596 → → → 

39 事業名 【再掲】親子発達支援事業 担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

支援が必要と思われる子どもと

その保護者を対象に家庭での療

育を支援します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

①親子教室、②園所への巡回相談、③療

育相談、④事例検討、⑤利用児童連絡会

を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

8,242 → → → 
40 事業名 手話動画配信事業 担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

手話を使用する聴覚障がい者の

中には読み書きが苦手な方もお

り、文章だけでは情報の内容を理

解することが困難な場合がある

ので、広報等の内容を手話で表現

した動画を作成及び配信するこ

とにより聴覚障がい者等の福祉

の向上につなげる。 

令

和

５

年

度 

内

容 

手話関係団体に委託し、広報の内容や

市の新規事業などを手話通訳した動画

を作成及び配信。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 100 → → → 
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41 事業名 意思疎通支援事業 担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

聴覚等に障がいのある方のコミ

ュニケーション支援として、手話

通訳者及び要約筆記者の設置や

派遣をします。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・手話通訳者及び要約筆記者の設置、

派遣。 

・手話奉仕員、手話通訳者、要約筆記者

の養成。 

・手話啓発講座の開催。 

【増減理由】 

R5 新型コロナウイルスの感染拡大が

落ち着き、手話通訳者・要約筆記者の派

遣依頼が増加傾向にあり、増える見込

み。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

9,118 ↗ → → 

42 事業名 意思疎通支援事業 担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

聴覚等に障がいのある方のコミ

ュニケーション支援として、手話

通訳者及び要約筆記者の設置や

派遣をします。 

令

和

５

年

度 

内

容 

設置手話通訳者他（会計年度任用職員）

6 名を配置し、事業を実施。 

【増減理由】 

手話通訳士採用による単価の増額及び

雇用形態（勤務時間）の見直しによる増

加。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

10,483 ↗ → → 

43 事業名 農福連携研究会事業 担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

農業分野での障がい者の就労を

支援し、障がい者の工賃向上及び

農業の担い手の拡大を図るとと

もに、障がい者が地域で活躍する

社会の実現に資するため、農福連

携を推進します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

年間数回、農福連携などを専門とする

学識経験者やその他農業関係者や農業

に関心のある障害者施設関係者を集め

ての研修会・勉強会を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

  30 → → → 

44 
事業名 

介護保険低所得者利用者負担軽減

事業 
担当課 介護保険課 

事業 

概要 

生計困難者が、介護保険サービス

を利用する場合に、社会福祉法人

等が行った利用者負担の減免額

に対して補助します。また、障が

い者が、訪問介護等を受けた場合

の利用者負担を減免します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・社会福祉法人等による生計困難者等

に対する介護保険サービスの利用者負

担を軽減。 

・障害者ホームヘルプサービスを利用

していた者に対する支援措置。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 182 → → → 
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45 事業名 高齢者生活支援事業 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

誰もが住み慣れた地域で安心し

て暮らすことができるよう成年

後見制度の相談を受け付けます。

また、地域で支え合う社会を目指

し、高齢者の自立生活の支援を行

います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・外出支援などの高齢者の自立生活の

支援。 

・成年後見支援センター、高齢者ファ

ミリーサポートセンター事業の委託。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

21,927 → → → 

46 事業名 緊急通報システム事業 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

ひとり暮らしや高齢夫婦世帯な

ど要援護高齢者が緊急事態にお

ける不安を解消し、生活の安全・

安心を確保するために、緊急通報

装置や福祉電話の貸与を行いま

す。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・緊急通報システムの運用（緊急時の

通報と近隣協力者等による安否確認

等）。 

・福祉電話の貸与。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

2,343 → → → 

47 
事業名 

高齢者住宅改造助成事業（住宅改造

型） 
担当課 介護保険課 

事業 

概要 

高齢者が住み慣れた家で、自立し

た生活を送るため、段差の解消や

手すりの取付け、洋式便器への取

換え等の住宅改造を行った場合

に工事費用の一部を助成します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

段差の解消や手すりの取付け、洋式便

器への取換え等の住宅改造を行った場

合に工事費用の一部を助成。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

2,000 → → → 

48 
事業名 

市立デイサービスセンター等管理

事業 
担当課 介護保険課 

事業 

概要 

市内 7 箇所の市立デイサービス

センター及び在宅介護支援セン

ターの指定管理を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

市内 7 箇所の市立デイサービスセンタ

ー及び在宅介護支援センターの管理。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

10,235 → → → 
49 

事業名 
市立デイサービスセンター等整備

事業 
担当課 介護保険課 

事業 

概要 

市内 7 箇所の市立デイサービス

センターの改修工事を優先順位

をつけ、順次施工し、改修工事を

行うことで、施設の延命を図りま

す。 

令

和

５

年

度 

内

容 

市内 7 か所の市立デイサービスセンタ

ーの改修工事。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

17,584 → → → 
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50 事業名 地域福祉施設支援事業 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

定期巡回・随時対応サービスの参

入促進のため施設整備費や人件

費の補助及び介護施設等におけ

る防災・減災対策への補助。また、

介護福祉士資格取得費用の一部

を助成します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・定期巡回サービス事業者参入促進補

助 

・介護施設等における防災・減災対策

への補助 

・介護福祉士資格取得費用の一部を補

助。 

【増減理由】 

R5 R3 や R4 に事業参入がなかった定

期巡回サービス事業所が決定したた

め、施設整備費や人件費を補助する  

R7 参入事業者の見込みがないため 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

65,965 ↗ → ↘ 

51 事業名 介護保険特別会計一般管理費 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

介護保険事業の円滑な実施を行

います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

介護保険特別会計の運営（人件費、介護

保険システムの保守管理等）。 

【増減理由】 

R5 第９期介護保険事業計画の策定 

R6 介護保険システムの更新（国標準

化システムへの移行） 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

118,402 ↗ ↗ → 

52 事業名 介護保険料賦課徴収事業 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

介護保険料通知書の郵送など介

護保険料の賦課徴収に要する事

務を実施します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

介護保険料に関する各種帳票の印刷

費、郵送費、口座振替手数料。 

【増減理由】 

 R6 介護保険料の納付手段の拡充を

検討 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

5,680 → ↗ → 

53 事業名 介護認定審査会事業 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

保健・医療・福祉の専門家で構成

し、介護認定に必要な審査判定を

行う介護認定審査会を開催しま

す。 

令

和

５

年

度 

内

容 

委員 24 名でを 4 合議体に構成し、原

則、毎週火曜日、木曜日に介護認定審査

会を開催（１回当たり 40～50 件を審

査）。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

7,626 → → → 
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54 事業名 介護認定調査事業 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

要介護認定申請に基づき、訪問調

査を行うとともに主治医に対し

て意見書の作成を依頼します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・要介護認定の訪問調査。 

・主治医意見書作成依頼。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

53,767 → → → 

55 事業名 介護保険制度普及啓発事業 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

介護保険制度の普及啓発（パンフ

レットの作成など）を実施しま

す。 

令

和

５

年

度 

内

容 

介護保険制度の啓発用ガイドブックを

作成し配布。 

【増減理由】 

 R6 制度改正に伴い、介護保険制度の

ガイドブックを作成し、全戸配布を予

定 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 195 → ↗ → 

56 事業名 介護保険運営協議会事業 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

介護保険に関する施策の企画立

案及びその実施が介護保険法の

目的に基づき、円滑かつ適切に行

われるよう介護保険運営協議会

を開催します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

委員 16 名により、年間２回程度介護保

険運営協議会を開催。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 128 → → → 

57 事業名 介護サービス等諸費 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

要介護者が、介護サービス等を受

けたとき保険請求された費用を

支払います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

要支援者が、介護予防サービスを受け

たときに保険請求された費用の支払

い。 

【増減理由】 

R5-7 要介護認定者の増加による 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

6,250,995 ↗ ↗ ↗ 
58 事業名 介護予防サービス等諸費 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

要支援者が、介護予防サービスを

受けたときに保険請求された費

用を支払います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

要支援者が、介護予防サービスを受け

たときに保険請求された費用の支払

い。 

【増減理由】 

R5-7 要介護認定者の増加による 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

307,133 ↗ ↗ ↗ 
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59 
事業名 

高額介護サービス費及び高額介護

予防サービス費 
担当課 介護保険課 

事業 

概要 

介護サービスの利用者負担額が、

限度額を超えたときに、その超え

た分を償還払します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・介護サービスの利用者負担額が、限

度額を超えた場合、超えた分を償還払。 

・医療及び介護保険における自己負担

額の合計が 1 年間の限度額を超えた場

合、超えた分を按分して償還払。 

【増減理由】 

R5-7 要介護認定者の増加による 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

186,950 ↗ ↗ ↗ 

60 
事業名 

特定入所者介護サービス費及び介

護予防サービス費 
担当課 介護保険課 

事業 

概要 

介護保険施設を利用する際の居

住費や食費について、一定収入以

下の方に対して、その負担上限額

を超えた経費を施設に支払いま

す。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・要介護者や要支援者が施設サービス

を利用した場合の居住費や食費につい

て、自己負担の軽減を受けたときに、そ

の負担上限額を超えた経費を支払。 

【増減理由】 

R5-7 要介護認定者の増加による 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

191,780 ↗ ↗ ↗ 

61 事業名 審査支払業務（保険給付費） 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

国保連合会に保険請求の審査支

払を委託します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

保険請求に係る審査・支払に関する業

務を委託。 

【増減理由】 

R5-7 要介護認定者の増加による 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

5,584 ↗ ↗ ↗ 

62 事業名 介護予防・生活支援サービス事業 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

要支援者、事業対象者(基本チェ

ックリスト該当者)が指定居宅サ

ービスを受けたときに保険請求

された費用を支払います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

掃除等の家事や交流、運動、入浴等の支

援（訪問サービス、通所サービス事業給

付費）。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

150,622 → → → 
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63 事業名 介護予防マネジメント事業 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

要支援認定者、事業対象者の心身

の状況や生活状況に応じ、適切な

サービスが包括的かつ効果的に

提供されるよう必要な援助を行

います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

訪問型サービスや通所型サービスな

ど、必要なサービスが提供されるよう

支援（ケアマネージャーによる計画策

定）。 

【増減理由】 

R5-7 要介護認定者の増加による 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

27,523 ↗ ↗ ↗ 

64 事業名 総合相談事業 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

高齢者が、住み慣れた地域で安心

して、その人らしく生活を継続し

ていくことができるよう、高齢者

の心身の状況や生活実態、必要な

支援等の把握、適切なサービスの

利用につなぐなどの支援を行い

ます。 

令

和

５

年

度 

内

容 

高齢者の実態把握や適切なサービスの

利用に繋ぐなどの相談支援（在宅介護

支援センターに委託）。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

25,300 → → → 

65 事業名 権利擁護事業 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

高齢者が地域において尊厳ある

生活を維持し、安心して生活がで

きるよう専門的・継続的な視点か

ら高齢者の権利擁護のための支

援を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

高齢者虐待専門員(弁護士)からの指

導・助言。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

  91 → → → 

66 事業名 包括的・継続的マネジメント事業 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

高齢者が住み慣れた地域で暮ら

し続けることができるよう、多職

種相互の協働等により連携し、

個々の高齢者の状況や変化に応

じて、包括的かつ継続的に支援

し、地域における連携・協働の体

制づくりや個々の介護支援専門

員に対する支援等を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・主任介護支援専門員（会計年度任用

職員）1名を配置し、事業を実施。 

・社会福祉協議会から職員派遣（2 名）。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

16,076 → → → 
67 事業名 介護給付費等適正化事業 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

介護給付費が適切なサービスの

提供により、適正に給付されてい

るかなど、介護給付等に要する費

用の適正化を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・事業所の運営指導の実施。 

・住宅改修専門員（会計年度任用職員）

1 名、認定事務専門員（会計年度任用職

員）2 名を配置し、事業を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

12,544 → → → 
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68 事業名 家族介護支援事業 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

要介護認定者等を介護する方へ

の支援を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

介護家族の元気回復を図るための家族

介護者交流会の開催やオムツ等の介護

用品の支給や購入支援。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,707 → → → 

69 事業名 成年後見制度利用支援事業 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

市長申立て等に係る低所得の高

齢者の成年後見制度の申立てに

要する経費や成年後見人等の報

酬の助成等を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

市長申立て等に係る低所得の高齢者の

成年後見制度の申立てに要する経費や

成年後見人等の報酬の助成等。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

4,291 → → → 

70 事業名 福祉用具・住宅改修支援事業 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

福祉用具・住宅改修に関する相談

や助言、住宅改修費の支給の申請

に係る必要な理由がわかる書類

を作成した経費を助成します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

福祉用具・住宅改修に関する相談や助

言、住宅改修費の支給の申請に係る必

要な理由がわかる書類を作成した経費

を助成。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 212 → → → 

71 事業名 認知症サポーター養成講座 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

認知症サポーターを養成する認

知症サポーター養成講座の企画

立案及び実施を行うキャラバン

メイトを養成し、地域や職域にお

いて認知症の人と家族を支える

認知症サポーター養成を行いま

す。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・認知症サポーター養成講座のステッ

プアップ研修の開催。 

・認知症サポーター養成講座を地域や

職域、学校（小中高）等で実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 376 → → → 
72 事業名 地域自立生活支援事業費 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

調理が困難なひとり暮らし高齢

者または、高齢者のみの世帯に定

期的な配食サービスと安否確認

を併せて行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

配食サービスによる栄養改善や見守り

を実施（対象者：65 歳以上のひとり暮

らし高齢者、高齢者のみの世帯）。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

9,537 → → → 
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73 事業名 在宅医療と介護連携支援 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

医療と介護の両方を必要とする

状態の高齢者が、住み慣れた地域

で自分らしい暮らしを人生の最

後まで続けることができるよう、

在宅医療と介護を一体的に提供

するために、医療機関と介護事業

所などの関係者の連携を推進し

ます。 

令

和

５

年

度 

内

容 

在宅医療介護連携推進会議や多職種連

携研修会、市民研修会等を開催。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

7,611 → → → 

74 事業名 生活支援体制整備事業 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

誰もが安心して暮らし続けるこ

とができる地域づくりを進める

ため、日常生活圏域ごとに生活支

援コーディネーターを配置し、情

報共有や連帯強化の場の設置を

推進します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

市全域を対象に広域的な取組を行う協

議会（第１層協議体）を設置し、地域の

支え合い体制づくりを推進します。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

26,720 → → → 

75 事業名 認知症総合支援事業 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

認知症になってもできる限り住

み慣れた地域で暮らし続けられ

るよう認知症の早期発見と早期

支援を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・認知症予防健診の実施。 

・認知症の専門機関と連携し、認知症

の早期受診、早期対応を実施。 

・認知症カフェを住民主体で運営する

団体に補助金を交付。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

7,390 → → → 

76 事業名 地域ケア会議推進事業 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

介護等が必要な高齢者が住み慣

れた地域で生活ができるよう、地

域全体で支援するために地域ケ

ア会議を開催するほか、個別ケー

スで共有された地域課題を、地域

づくりや政策形成に結び付ける

会議を開催します。 

令

和

５

年

度 

内

容 
・地域ケア会議を月１回開催。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 504 → → → 

77 事業名 地域包括支援センター管理事業 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

地域包括支援センターの管理・運

営を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・事務専門員（会計年度任用職員）1 名、

事務補助員（会計年度任用職員）2 名を

配置し、事業を実施。 

・システム関連の委託及び使用。 

・車両の使用等。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

40,243 → → → 
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78 事業名 審査支払業務（総合事業） 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

国民健康保険団体連合会に介護

予防サービス事業の審査や支払

を委託します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

介護予防サービス事業の審査・支払に

関する業務（国民健康保険団体連合会

へ委託）。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 621 → → → 

79 事業名 介護予防サービス事業 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

地域包括支援センターが、要支援

者に対して介護予防サービス計

画を作成します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・介護予防サービス計画作成に係る介

護支援専門員の配置。 

・システム関連の委託。 

・社会福祉協議会から職員派遣。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

14,732 → → → 

80 事業名 介護保険財政調整基金積立金 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

介護保険事業の財政運営を円滑

に行うため、前年度の余剰金や基

金の運用から生じる収入を基金

として積み立てます。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・前年度の剰余金や基金利子などの積

み立て。 

・介護保険料引き下げに伴う、基金の

取り崩しにより、事業費を縮小。 

【増減理由】 

R5-7 介護保険財政調整基金残高の減

少見込に伴う運用益の減 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,565 ↘ ↘ ↘ 

81 事業名 第 1号被保険者保険料還付金事業 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

第 1号被保険者（65 歳以上の人）

が、死亡したことなどにより、過

年度に納付した分に係る保険料

が払い過ぎになった場合に還付

を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 
過年度保険料の更正等による返還。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

2,200 → → → 

82 事業名 償還金 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

前年度に概算で交付された国庫

支出金等の精算により、返還金が

生じた場合に支払います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

概算で交付された国庫支出金等の精算

による返還。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

   1 → → → 

- 110 -



 

                      テーマ１ 未来へつなぐ人と暮らしづくり 

（方向性：拡充↗ 継続→ 縮小↘） 

83 事業名 第 1号被保険者還付加算金事業 担当課 介護保険課 

事業 

概要 

第 1号被保険者（65 歳以上の人）

が、過年度に納付した分の保険料

が還付となった場合に加算金を

支払います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

過年度保険料の還付に係る加算金の支

払。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

  50 → → → 

84 事業名 自宅療養者支援事業 担当課 健康増進課 

事業 

概要 

コロナ禍の緊急支援事業として、

自宅療養生活を余儀なくされた

方などに対し、困りごと相談対応

やパルスオキシメーターの貸し

出しなどを行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

Ｒ3.10 月より開始。自宅療養などに関

する相談対応、パルスオキシメーター

の貸し出しなどを実施します。 

【増減理由】 

R5 ５月にコロナウィルス感染症に対

する法令上の見直しが実施されたた

め。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

  75 ↘ ― ― 

85 
事業名 

第７期障害福祉計画・第３期障害児

福祉計画策定事業 
担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

国の基本指針に基づき第 7 期障

害福祉計画・第 3期障害児福祉計

画を策定する。 

令

和

５

年

度 

内

容 

ニーズに即した必要なサービス量を定

め、障害福祉サービス等の提供体制の

確保を目的として作成する。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

4,966 ↗ ― ― 
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柱 （３）安心して暮らせるまち 

枠組み(施策) ④人権 

■取組内容 

 人権教育・啓発を推進するとともに、外国人や障がい者などすべての人が、自分らしく

安心して暮らせるよう、条例等に基づきソフト面とハード面の整備やサポートを行います。 

■基本計画に掲げる指標・目標値の進捗状況 

指標・目標値 
基準値 

H30.8 

実績値     目標値 

R6 R2 R3 R4 R5 R6 

「だれもが平等で差別のない

まちづくり」に対する満足度

（％）*1 

57.7％ ― ― ―   68％ 

「バリアフリー化の整備」に対

する満足度（％）*1 
42％ ― ― ―   50％ 

＊1：「市民アンケート」結果 

 

■実施事業 

1 事業名 人権尊重のまちづくり推進事業 担当課 人権推進課 

事業 

概要 

人権尊重のまちづくり推進審議

会を開催し、人権尊重のまちづく

り基本計画・実施計画の策定及び

進行管理など三木市人権尊重の

まちづくり条例に基づく人権施

策を推進します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

第 3 次人権尊重のまちづくり基本計画

の実施計画を策定し、全庁的に施策

を推進するとともに審議会を開催し

取組状況の進捗管理等を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 367 → → → 

2 事業名 人権擁護事業 担当課 人権推進課 

事業 

概要 

人権擁護委員（11 名）の活動を支

援します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

市役所、緑が丘町公民館等で毎月 2～3

回人権擁護委員による人権相談を実

施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 261 → → → 
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3 事業名 総合隣保館管理事業 担当課 人権推進課 

事業 

概要 

人権尊重のまちづくりを推進す

るための拠点及び地域福祉の向

上や地域住民の交流拠点となる

開かれた施設運営を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

総合隣保館運営委員会で事業計画等に

ついて協議を行い、各種相談業務、人権

啓発及び健全な施設運営を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

5,614 → → → 

4 事業名 総合隣保館運営事業 担当課 人権推進課 

事業 

概要 

人権尊重のまちづくりを推進す

るため、講演会や意見発表、イベ

ント等を開催し、人権課題の解決

に向けた事業を展開します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

総合隣保館運営委員会で事業計画等に

ついて協議を行い、実施。 

【増減理由】 

R5 人権啓発冊子作成に伴う印刷製本

単価の増額 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,266 ↗ → → 

5 事業名 総合隣保館管理事業 担当課 人権推進課 

事業 

概要 

人権尊重のまちづくりを推進す

るための拠点及び地域福祉の向

上や地域住民の交流拠点となる

開かれた施設運営を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

生活指導・相談員（会計年度任用職員）

1 名を配置し、事業を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

2,723 → → → 

6 事業名 同和対策事務事業 担当課 人権推進課 

事業 

概要 

県人権担当者会議、兵庫県人権教

育研究大会、全国人権教育研究大

会等に参加することにより職員

の見識を広げるとともに債権管

理等の事務を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

県人権担当者会議、兵庫県人権教育研

究大会、全国人権教育研究大会等への

参加。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 244 → → → 
7 事業名 地区集会所等管理事業 担当課 人権推進課 

事業 

概要 
支部集会所等の管理を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 
支部集会所等の管理。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

  72 → → → 
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8 事業名 地域改善対策施設整備事業 担当課 人権推進課 

事業 

概要 

同和対策事業で整備した道路用

地について、底地の整理を行いま

す。 

令

和

５

年

度 

内

容 
未登記用地（市道）の測量。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 250 → → → 

9 事業名 人権教育事業 担当課 人権推進課 

事業 

概要 

同和問題をはじめ、人権にかかわ

る教育課題の解決をめざし、豊か

なふれあい活動を通して「人権文

化」を発信し、人権尊重の仲間づ

くりや地域づくりを進めます。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・教育事業、人権リーダー育成事業等

の実施。 

・三木市人権・同和教育協議会の活動

を支援。 

・インターネット上の差別書き込みの

モニタリングを実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

16,785 → → → 

10 事業名 人権教育事業 担当課 人権推進課 

事業 

概要 

同和問題をはじめ、人権にかかわ

る教育課題の解決をめざし、豊か

なふれあい活動を通して「人権文

化」を発信し、人権尊重の仲間づ

くりや地域づくりを進めます。 

令

和

５

年

度 

内

容 

人権教育指導専門員（会計年度任用職

員）1 名を配置し、事業を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

2,579 → → → 

11 事業名 人権啓発事業 担当課 人権推進課 

事業 

概要 

市民啓発として、毎年人権問題啓

発資料等を作成し、市民の主体的

な学習を促進します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・各地域の住民学習等で活用する人権

問題啓発資料「ふるさとに生きる」の発

行や年間を通した啓発活動。 

・「市民じんけんの集い」の開催。 

【増減理由】 

R5 人権啓発冊子作成に伴う印刷製本

単価の増額 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

2,789 ↗ → → 

- 114 -



 

                      テーマ１ 未来へつなぐ人と暮らしづくり 

（方向性：拡充↗ 継続→ 縮小↘） 

 

 

12 事業名 障害者差別解消普及啓発事業 担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

市民等を対象に、障害者差別解消

普及啓発セミナーを開催し、障害

者差別解消に対する理解を深め、

合理的配慮の推進を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・障害者差別解消普及啓発セミナーや

障害者差別解消支援地域協議会の開

催。 

・障害者差別解消支援地域協議会委員

の配置。 

・普及啓発チラシ等の発行及び配布。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 130 → → → 

13 事業名 人権に関する市民意識調査 担当課 人権推進課 

事業 

概要 

令和７年度からの「三木市人権尊

重のまちづくり基本計画（第４

次）」の策定にあたり市民の意識

の変容と現状を把握するため調

査を実施する。 

令

和

５

年

度 

内

容 
人権に関する市民意識調査を実施 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

3,020 新規 ― ― 
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柱 （３）安心して暮らせるまち 

枠組み(施策) ⑤男女共同参画 

■取組内容 

 固定的性別役割分担意識の解消を図るための教育や、長時間労働解消に向けた啓発を行

うとともに、DV被害者に対する相談・支援体制の充実を図ります。 

■基本計画に掲げる指標・目標値の進捗状況 

指   標 
基準値 

H28 

実績値     目標値 

R2 R3 R4 R5 R6 R6 

「夫は外で働き、妻は家庭を守る

べきである」という考え方に否定

的と考える人の割合（％）*1 

46％ ― 

 

― ―   55％ 

「現在の日本社会は、「家庭生活で

は男性と女性は平等である」と考

える人の割合（％）*1 

32％ ― ― ―   40％ 

＊1：「男女共同参画に関する市民意識調査」結果 

 

■実施事業 

1 事業名 男女共同参画センター運営事業 担当課 人権推進課 

事業 

概要 

男女共同参画社会の実現を阻む

要因と考えられている固定的性

別役割分担意識を解消するため

のセミナーや講演会の開催、情報

誌を発行するほか、女性が直面す

る様々な問題についての相談事

業を実施します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・各種セミナーや講座の開催。  

・情報誌の発行。 

・女性のための弁護士相談の実施。 

・女性リーダー育成講座。 

・男女共同参画センターの運営。 

【増減理由】 

R5 全国婦人相談員・心理判定員研究

協議会が青森県（令和４年度は岡山

県）で開催されることによる旅費の

増額。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

2,764 ↗ → → 
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2 事業名 男女共同参画センター運営事業 担当課 人権推進課 

事業 

概要 

男女共同参画社会の実現を阻む

要因と考えられている固定的性

別役割分担意識を解消するため

女性が直面する様々な問題につ

いての相談事業を実施します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

女性問題相談員等（会計年度任用職員）

4 名を配置し、事業を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

7,567 → → → 

3 
事業名 

男女共同参画に関する市民意識調

査 
担当課 人権推進課 

事業 

概要 

令和７年度からの「三木市男女共

同参画プラン（第４次）」の策定

にあたり市民の意識の変容と現

状を把握するため調査を実施す

る。 

令

和

５

年

度 

内

容 

男女共同参画に関する市民意識調査を

実施 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

2,780 新規 ― ― 
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                      テーマ１ 未来へつなぐ人と暮らしづくり 

（方向性：拡充↗ 継続→ 縮小↘） 

柱 （３）安心して暮らせるまち 

枠組み(施策) ⑥市民協働 

■取組内容 

 市政懇談会等の実施により市民による市政への参画を促すとともに、市民団体等の立ち

上げや公益的な活動の支援体制を構築、充実します。 

■基本計画に掲げる指標・目標値の進捗状況 

指標・目標値 
基準値 

H30.8 

実績値    目標値 

R2 R3 R4 R5 R6 R6 

「行政と市民による協働のまち

づくり」に対する満足度（％）

*1 

45.7％ ― ― ―   60％ 

「ボランティア活動などへの参

加の機会」に対する満足度（％）

*1 

54.2％ ― ― ―   60％ 

＊1：「市民アンケート」結果 

 

■実施事業 

1 事業名 市政懇談会推進事業 担当課 市民協働課 

事業 

概要 

行政施策に地域住民の意見や提

言を反映し、市民の市政への参加

を促すとともに、行政と市民が方

向性を共有してまちづくりを進

めるため、市内各１０地区におい

て市政懇談会を実施します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

市内各１０地区において市政懇談会を

実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 218 → → → 

2 事業名 市民活動支援事業 担当課 市民協働課 

事業 

概要 

ボランタリーフェスタや市民活

動支援金の事業を通して、ボラン

ティア団体やＮＰＯ団体など、市

民の自主的な公益活動を支援し、

市民活動のより一層の促進及び

拡充を図るとともに、市民活動の

安定性・継続性が図られるための

支援を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・市民活動団体へ補助金を交付。 

・ボランタリーフェスタを社会福祉協

議会と連携して開催。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,741 → → → 
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3 事業名 市民活動センター管理事業 担当課 市民協働課 

事業 

概要 

市民活動団体の活動拠点となる

市民活動センターの管理運営を

行い、適正な施設の維持管理に努

めます。 

令

和

５

年

度 

内

容 
市民活動センターの管理。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

22,042 → → → 
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柱 （３）安心して暮らせるまち 

枠組み(施策) ⑦生活困窮 

■取組内容 

 国の制度である生活保護制度と市の制度である給付金制度や自立支援制度を適切に運

用し、生活に課題を抱えた方が経済的に自立できるよう取り組みます。 

■基本計画に掲げる指標・目標値の進捗状況 

指   標 
基準値 

H30.12 

実績値    目標値 

R2 R3 R4 R5 R6 R6 

「経済的困窮者やひとり親家庭へ

の支援」に対する満足度（％）*1 
43％ ― ― ―   55％ 

＊1：「市民アンケート」結果 

 

■実施事業 

1 事業名 児童扶養手当給付事業 担当課 子育て支援課 

事業 

概要 

父または母と生計を同じくして

いない児童が育成される家庭の

生活の安定と自立の促進に寄与

するため児童扶養手当を支給し

児童福祉の増進を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・児童扶養手当の支給。 

・窓口での制度のきめ細やかな説明や

ホームページ・広報誌での制度周知。 

【増減理由】 

R5-7 児童数の減少のため 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

210,501 ↘ ↘ ↘ 

2 事業名 自立支援教育訓練給付金 担当課 子育て支援課 

事業 

概要 

母子家庭の母または父子家庭の

父の主体的な能力開発の取組み

を支援するため給付金を支給し

自立の促進を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・自立支援教育訓練給付金の給付。 

・ひとり親自立支援員による相談業務。 

・窓口での制度のきめ細やかな説明や

ホームページ・広報誌での制度周知。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 180 → → → 
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3 事業名 高等職業訓練給付金 担当課 子育て支援課 

事業 

概要 

母子家庭の母または父子家庭の

父の生活の安定に資する資格の

取得を促進するため給付金を支

給し生活の負担軽減を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・高等職業訓練給付金の給付。 

・ひとり親自立支援員による相談業

務。 

・窓口での制度のきめ細やかな説明や

ホームページ・広報誌での制度周知。 

【増減理由】 

R5 申請件数の増加（令和３年度実績

及び令和４年度見込による） 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

8,070 ↗ → → 

4 事業名 高卒程度認定試験合格支援給付金 担当課 子育て支援課 

事業 

概要 

ひとり親家庭の親が高等学校を

卒業したと同等以上の学力を有

すると認められる高卒認定試験

の合格を目指すため給付金を支

給し学び直しを支援します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・高卒程度認定試験合格支援給付金の

給付。 

・ひとり親自立支援員による相談業

務。 

・窓口での制度のきめ細やかな説明や

ホームページ・広報誌での制度周知。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 150 → → → 

5 事業名 ひとり親自立支援員相談業務 担当課 子育て支援課 

事業 

概要 

ひとり親自立支援員を配置し、母

子及び父子家庭の自立に向けた

生活の安定と向上のために、相談

業務など必要な措置を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・窓口での制度のきめ細やかな説明や

ホームページ・広報誌での制度周知。 

【増減理由】 

R5 旅費等の減少（令和３年度実績及

び令和４年度見込による） 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

  94 ↘ → → 

6 事業名 母子父子福祉推進助成事業 担当課 子育て支援課 

事業 

概要 

ひとり親自立支援員を配置し、母

子及び父子家庭の自立に向けた

生活の安定と向上のために、相談

業務など必要な措置を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

ひとり親自立支援員（会計年度任用職

員）２名を配置し、事業を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

6,289 → → → 
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7 事業名 生活保護事務事業 担当課 福祉課 

事業 

概要 
生活保護事務を実施します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・嘱託医の配置。 

・診療報酬等の審査支払手数料。 

・システムの保守料、使用料等。 

【増減理由】 

R5 医療扶助オンライン資格確認に対

応するため、システム改修、新規ネット

ワークの構築を行うため。 R6 R5 年

度に改修完了のため減。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

7,824 ↗ ↘ → 

8 事業名 生活保護適正化事業 担当課 福祉課 

事業 

概要 

生活保護法の安定的な運営を確

保するため、重点的に取り組む事

業を定め、特別事業の実施により

被保護者（世帯）の実情に即した

援助の充実を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・システム関連やレセプト点検の委

託。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,143 → → → 

9 事業名 生活保護受給者就労支援事業 担当課 福祉課 

事業 

概要 

被保護者であって履歴書に記載

すべき技能、技術がなく、就職活

動を行う前段階として、スキルア

ップを図る必要のある者等に対

し、資格等の取得に係る費用を支

給することで、就労機会の確保に

向けた支援を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・就労支援員（会計年度任用職員）１名

を配置し、被保護者の就労を支援する。 

・資格等の取得に係る費用（1つの資格

につき上限 38 万円）の支給。 

【増減理由】 

R5 資格等の取得に係る費用の支給に

ついて実績を勘案し、1名分の費用を削

減。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 443 ↘ → → 

10 事業名 生活保護援護事業 担当課 福祉課 

事業 

概要 

国が生活に困窮するすべての国

民に対して、困窮の程度に応じて

必要な保護を行うことで最低限

度の生活を保証し、その自立を助

長するために必要な生活保護費

を支給します（法定受託事務）。 

令

和

５

年

度 

内

容 

被保護者に生活保護費（生活扶助、医療

扶助、住宅扶助等）の支給。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

988,486 → → → 

- 122 -



 

                      テーマ１ 未来へつなぐ人と暮らしづくり 

（方向性：拡充↗ 継続→ 縮小↘） 

11 事業名 福祉資金給付事業 担当課 福祉課 

事業 

概要 

日々の生活で経済的に困窮して

いる市民に対して､給付または一

時的に資金の貸付を行います｡ 

令

和

５

年

度 

内

容 

生活困窮者に対し、給付または一時的

に資金を貸付｡ 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

2,500 → → → 

12 事業名 就労準備支援事業 担当課 福祉課 

事業 

概要 

生活困窮者の就労体験を実施し、

就職に向けての支援を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

生活困窮者の就労体験の実施。 

【増減理由】 

R5 生活困窮者分と生活保護者分を折

半したため。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

  63 ↘ → → 

13 事業名 一時生活支援事業 担当課 福祉課 

事業 

概要 

一時的に住む家が無くなった生

活困窮者に対して住む場所と食

事を提供し、相談にも対応しま

す。 

令

和

５

年

度 

内

容 

一時的に住む家が無くなった生活困窮

者に対して住む場所と食事の提供及び

相談業務を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

1,520 → → → 

14 事業名 住居確保給付金事業 担当課 福祉課 

事業 

概要 

離職者等に対し、一定期間、家賃

の一部もしくは全部を支給しま

す。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・離職者等に対し、一定期間、家賃支

給。 

【増減理由】 

R5 新規の申請者が令和３年度以降、

減少しているため。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

2,160 ↘ → → 
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15 
事業名 

生活困窮者自立支援に係る研修実

施事業 
担当課 福祉課 

事業 

概要 

面談応対する職員のスキルアッ

プに必要な研修に参加します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

職員のスキルアップのための研修の参

加。 

【増減理由】 

R5 研修・会議がオンラインから、集会

方式に戻るため。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 577 ↗ → → 

16 事業名 行旅病人・死亡人取扱事業 担当課 福祉課 

事業 

概要 

行旅病人及行旅死亡人取扱法又

は墓地・埋葬等に関する法律に基

づき、行旅病人等の救護又は身寄

りがなく葬祭を行う者がいない

場合の葬祭を行います。 

令

和

５

年

度 

内

容 

行旅病人の救護又は葬祭を行う者がな

い場合に葬祭を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 340 → → → 

17 事業名 災害見舞金等給付事業 担当課 福祉課 

事業 

概要 

市内で発生した災害による被災

者に災害見舞金を支給します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

災害見舞金の支給。 

 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 350 → → → 

18 
事業名 

生活困窮世帯の子どもに対する学

習・生活支援事業 
担当課 福祉課 

事業 

概要 

貧困の連鎖を防止するため、生活

困窮世帯の子どもに対する学習・

生活支援を実施します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

単に勉強を教えるだけではなく、日常

生活習慣の形成や、社会性の育成、体験

活動等も実施。また、保護者に対しても

食生活や子どもとの接し方に関する助

言等を実施することで、子どもの将来

の自立に向けたきめ細かで包括的な支

援を行う。 

【増減理由】 

R5 R4 年度途中から開始した学習教室

を引き続き実施。新規で自由が丘地区

にて９月より開催予定。  

R6 自由が丘地区も新年度４月から実

施するため。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

3,700 ↗ ↗ → 
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柱 （３）安心して暮らせるまち 

枠組み(施策) ⑧市民サービス 

■取組内容 

 先進技術、マイナンバーカードの活用や職員の質を向上させることで窓口での待ち時間

を短縮します。また、市の財政状況を周知するとともに、適正な規模の行政サービスの提

供に努めます。 

■基本計画に掲げる指標・目標値の進捗状況 

指   標 
基準値 

H30.12 

実績値    目標値 

R2 R3 R4 R5 R6 R6 

マイナンバーカード交付率

（％）*1 
15％ 38.54

％ 

50.63

％ 

72.98%   90％ 

 H30.8 R2 R3 R4 R5 R6 R6 

「健全な行政経営の推進」に対

する満足度（％）*2 
47.2％ ― ― ―   50％ 

＊1： 市民生活部市民課調べ 

＊2： 「市民アンケート」結果 

 

■実施事業 

1 事業名 個人番号カード交付事業 担当課 市民課 

事業 

概要 

個人番号カードの交付を行いま

す。 

令

和

５

年

度 

内

容 

マイナンバーカード交付円滑化計画に

基づき、マイナンバーカードの申請支

援、カード交付、電子証明書更新等に関

する事務を実施。 

【増減理由】 

R5 マイナンバーカード交付予約・管

理システム導入、マイナンバーカード

申請支援業務委託実施のため 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

9,339 ↗ → → 
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2 事業名 個人番号カード交付事業 担当課 市民課 

事業 

概要 

個人番号カードの交付を行いま

す。 

令

和

５

年

度 

内

容 

会計年度任用職員 14 名を配置し、事業

を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

34,064 → → → 

3 事業名 戸籍住民基本台帳事務事業 担当課 市民課 

事業 

概要 

戸籍事務については、人の身分関

係を登録、公証します。 

住民基本台帳事務については、住

民の方々の居住関係を公証しま

す。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・戸籍の届出の受付から戸籍簿への記

載などの戸籍事務を実施。 

・住民異動に係る受付や処理、証明書

類の交付などの住民基本台帳事務を実

施。 

【増減理由】 

R5 法改正による戸籍システム改修委

託実施のため  

R6 令和５年度に法改正による戸籍シ

ステム改修委託を実施したため 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

38,154 ↗ ↘ → 

4 
事業名 

中長期在留者住居地届出等事務事

業 
担当課 市民課 

事業 

概要 

中長期在留者の居住地届出の情

報や在留資格、在留期間等の情報

に関する法務省との連携、特別永

住者証明書の交付の事務などに

より、外国人住民の皆様の日常生

活の利便の向上を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・中長期在留者の居住地届出の情報や

在留資格、在留期間等の情報に関する

法務省との連携による資格情報の更新

等。 

・特別永住者証明書の交付。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

  66 → → → 

5 事業名 みきやま斎場管理事業 担当課 市民課 

事業 

概要 

故人及び遺族の皆様にとって厳

粛な火葬の業務を滞りなく行い、

心の安穏を得ていただくととも

に、施設の機能を維持するため、

保守管理等を行い、公衆衛生に役

立てます。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・みきやま斎場の管理・運営。 

【増減理由】 

R5 施設の長寿命化をはかるため計画

的に改修を行い、施設の機能を維持す

るため 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

63,970 ↗ → → 
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6 事業名 広聴活動事業 担当課 秘書広報課 

事業 

概要 

広く市民の意見、要望を聴き、市

政に反映させます。また、市民の

日常生活上の困りごとなどに対

して、専門家による相談窓口を開

設します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・電子広聴、市民の声の箱の設置。 

・行政相談、弁護士相談、司法書士によ

る法律相談、建築相談などを実施。 

【増減理由】 

R5 消耗品費を減額したため。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 590 ↘ → → 
7 事業名 電子入札システム導入事業 担当課 財政課 

事業 

概要 

入札参加者の利便性の向上と、入

札にかかる透明性・公平性・競争

性の確保及び入札事務の効率化

を図るため、兵庫県電子入札共同

運営システムを利用し、建設工

事・コンサルに係る電子入札を実

施します。 

令

和

５

年

度 

内

容 

現行の紙による入札から開札までの手

続きを、インターネットを経由して電

子的に行う。 

【増減理由】 

R5 電子入札システム初期導入費用の

減 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

3,588 ↘ → → 
8 

事業名 三木市健康アプリ事業 担当課 
デジタル推進課・医療保険

課 

事業 

概要 

みっきぃ☆健康アプリを活用し

て、市民の健康意識の向上とマイ

ナンバーカードの普及促進及び

デジタル化の推進を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

ウォーキング等の身体活動や町ぐるみ

健診の受診、市のイベントへの参加等

に対し、ポイントを付与します。 

また、健康及びデジタル機器に対する

実態や意識、行動変容を調査分析し、効

果検証を行います。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

30,308 → → → 
9 

事業名 
マイナンバーカード交付予約・管理

システム導入業務 
担当課 市民課 

事業 

概要 

システムを導入することにより

ペーパーレス化、カードの円滑な

管理と業務の効率化を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

マイナンバーカード交付予約・管理シ

ステムの導入 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

2,354 新規 ↘ → 
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10 
事業名 

生体認証、A4 スキャナ基本パック

利用料 
担当課 市民課 

事業 

概要 

戸籍情報連携システムに接続し

業務を行うためのセキュリティ

強化及び届書の電子化による業

務の効率化を図ります。 

令

和

５

年

度 

内

容 

戸籍情報連携システムに接続するため

の機器導入 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 146 新規 → → 
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柱 （３）安心して暮らせるまち 

枠組み(施策) ⑨地域コミュニティ 

■取組内容 

 地域コミュニティを活性化させるための支援、自治会加入者増加、地域づくりの担い手

となる人物の発掘及び育成を図ることで、魅力と特色のあるまちづくりを推進します。 

■基本計画に掲げる指標・目標値の進捗状況 

指標・目標値 
基準値

H30.8 

実績値     目標値 

R6 R2 R3 R4 R5 R6 

「行政と市民による協働のま

ちづくり」に対する満足度（％）

*1 

45.7％ ― ― ―   60％ 

「自治会などの地域活動」に対

する満足度（％）*1 
61% ― ― ―   65％ 

＊1：「市民アンケート」結果 

■実施事業 

1 
事業名 

区長協議会連合会及び各自治会へ

の支援 
担当課 市民協働課 

事業 

概要 

地域のコミュニティづくりを促

進し、住みよい地域社会の実現の

ため、三木市区長協議会連合会等

に対し、支援・助成を行います。

また、各自治会の円滑な運営のた

め、自治会が設置する掲示板設置

経費の一部を補助を行う。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・三木市区長協議会連合会等に対する、

支援・助成。 

・リーフレットや看板を用いた等によ

る自治会活動のＰＲ支援。 

・自治会の掲示板設置の一部補助。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

20,964 → → → 

2 事業名 自治会集会所等整備補助事業 担当課 市民協働課 

事業 

概要 

地域住民のふれあい交流や自治

会活動など、コミュニティ活動の

拠点整備のため、集会所等の整備

経費の一部補助や市の１次避難

所に指定された未耐震の集会所

の耐震化に要する経費の一部を

補助することで、安全・安心なま

ちづくりをめざす。 

令

和

５

年

度 

内

容 

・自治会集会所等の整備経費を一部補

助。 

・未耐震の集会所に対し、耐震診断、耐

震改修、建替え新築にかかる費用を一

部補助。 

【増減理由】 

R5 自治会の整備計画の調査結果によ

り、事業費減 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

9,868 ↘ → → 
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3 事業名 まちづくり助成事業 担当課 市民協働課 

事業 

概要 

自らの地域を住民自らが考え、自

分たちでまちづくりを進める、協

働のまちづくりを支援する。 

令

和

５

年

度 

内

容 

市民協議会などのまちづくり団体への

支援（市民協議会研修費、城下町まち協

活動助成金、さんさんまつり補助金、地

域まちづくり交付金）。 

【増減理由】 

R5 さんさんまつり補助金について、

さんさんまつり実行委員会の組織が R4

年度に解散したことを受け、R5 年度事

業の減 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

9,713 ↘ → → 

4 
事業名 

さんさんギャラリーオアシス管理

運営事業 
担当課 市民協働課 

事業 

概要 

市民の創作芸術、コレクション等

の展示・発表の場や、子どもから

高齢者までの憩い、にぎわいの場

として、まちづくりの拠点となる

ことをめざすとともに、公民館と

ともに進める市民活動が、協調、

連携、補完しあえるまちづくりの

モデルケースとなることをめざ

す。 

令

和

５

年

度 

内

容 

本年度限りで市による管理運営を終了

し、次年度以降、管理運営を引き継ぐ意

志のある市民団体等と、引継ぎのため

の協議を実施。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

2,149 → ― ― 

5 
事業名 

星陽やすらぎセンター・ふれあい広

場管理事業 
担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

障がい者や高齢者をはじめとし

た地域住民が交流し、福祉コミュ

ニティの形成を推進するため、星

陽やすらぎセンター及び星陽ふ

れあい広場の運営管理を行う。 

令

和

５

年

度 

内

容 

指定管理制度を活用し、星陽やすらぎ

センター及び星陽ふれあい広場の運営

管理を委託。 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 900 → → → 

6 事業名 自発的活動支援事業 担当課 障害福祉課 

事業 

概要 

自発的活動支援事業を通して、障

がい者等当事者や市民の自主的

な団体が行う障がい者への支援

活動を支援し、自発的活動を継続

する支援を行う。 

令

和

５

年

度 

内

容 

障がい者等への支援を行う自発的活動

団体へ補助金を交付（1 団体上限 5 万

円）。 

【増減理由】 

R5 団体数見込みの修正による減 

事業費 

（千円） 

方向性 

R5 年度 R6 年度 R7 年度 

 400 ↘ → → 
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